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海外情勢とともに、いまだ不安定な国内の景気動向。

コロナ禍という未曽有の事態を乗り越えたいまでも

私たちは先行きの見通せない時代の渦中にいます。

テクノロジーの圧倒的な進化なのか

新たなリーダーの登場なのか。

時代を変えるブレイクスルーが待ち望まれるなか

UTグループは創業以来信じる道を

これまでも、そしてこれからも歩んでいきます。

「はたらく力で、イキイキをつくる。」

一人ひとりの力を最大限に引き出して

日本の労働市場が抱える大きな課題を解決するために。

新たなビジョンを見据え、進化を重ねながら

全国の働く人とモノづくり企業を支えていきます。

激動する時代のその先へ
これからも働く人とともに
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UTグループの企業理念

私たちが心に掲げ、目指しているもの

私たちUTグループは「はたらく意欲を持ったすべての人にスキルアップやキャリア形成の機会が等しく提供され、

公正に処遇される社会の実現」を企業目的としてMISSION／VISION／VALUESに示している企業理念を共有し

創業以来、強い使命感を持って働く人と企業がともに成長できる持続的な社会の実現を目指しています。

MISSION

PURPOSE

使命

VISION

目指す姿

VALUES

価値観

はたらく力で、
イキイキをつくる。

企業目的

企業理念

一人ひとりに、
寄り添い、向き合う。

はたらく意欲を持ったすべての人にスキ

ルアップやキャリア形成の機会が等しく

提供され、公正に処遇される社会の実現

UT  VISION  2030
これからのはたらき方の
プラットフォームになる。

● 挑戦を続ける
● 正しさを貫く
● チームで超える
● 可能性を信じ広げる

はたらく力で、イキイキをつくる。

UTグループが果たす使命

UTグループが目指す2030年の姿

UTグループの価値観

これからのはたらき方のプラットフォームになる。

一人ひとりに、寄り添い、向き合う。

人の成長を通じて、 お客様の成長に貢献する。

「人」に期待を寄せていただき、「人」を評価いただいてはじめ

て、私たちＵＴグループの事業は成り立ちます。「人」を通してお

客様の事業、社会に貢献するのが、私たちＵＴグループです。

目に見えない、形のないサービスだからこそ、お客様にとって、

社会にとっての「ＵＴグループ」とは私たち一人ひとりの行動に

他なりません。

そのことを胸に、私たちは常に自律した行動を心がけ、飽くなき

自己向上に努め続けます。

一人ひとりが、一人ひとりに寄り添い、ひとつひとつの仕事、課

題、想いに向き合い続けます。

市場の変化を受けやすい仕事環境ではたらく一人ひとりに、

変わらない「安心、つながり、成長」を。

その上で、お客様企業の皆様には、変化対応力を。

ＵＴグループは「はたらく現場」の変化に合わせて、はたらく一

人ひとりのイキイキを持続的に創出・支援できる「これからのは

たらき方のプラットフォーム」になることを宣言します。

ライフスタイルや働き方の変化に対応しながら、キャリア形成

の機会が等しく提供され、正しく処遇される社会の実現を目指

します。

■ みんなの「はたらきたい」に応える
はたらく意欲を持ったすべての人に応えられる、多様な職場と働き方、スキルアッ
プの可能性を提供します。

挑戦を続ける 目標と志を高く掲げ、挑戦し続ける。

正しさを貫く はたらく人の視点に立ち、常に正しく行動する。

チームで超える 一人ひとりのために多様な組織を活かす。

可能性を信じ広げる 一人ひとりの成長をどこまでも後押しする。

■ 外国人にも「イキイキ」を
日本で暮らし、働く外国人にも「イキイキ」するために必要なサポートを行い、職場
の提供と連続したキャリア形成を支援します。

■ 「安心」をいつでも
職場での適切な法令遵守環境の確保はもちろん、働いていない時間もサポート
することで、「働く」の質を高めることを目指します。

私たちＵＴグループは、創業時から一貫して、はたらく人の成長と人生

の安心に軸足を置いて成長してきました。

はたらく力は、実に、さまざまな「イキイキ」を人にもたらしてくれます。

はたらく力は、私たちに生きていく土台の安心感をくれます。

はたらく力は、私たちに社会とのつながりを与えてくれます。

そしてはたらく力は、ときに私たちに、自分では想像できなかった、自分

の可能性に気づかせてくれます。あきらめ、望むことすら忘れていた、夢

や志に生きる喜びを与えてくれます。

私たちは、はたらく意欲を持った一人でも多くの人へ「はたらく機会」を

提供し、お客様とともに「良質な職場」を築き上げ、「自らの可能性に気

づき、自らの意思で、自らの人生を真剣に生きる人」を増やし続けます。

そうした人を一人でも多く増やし、一人ひとりの「イキイキ」の総和を大き

くしていくこと。

それが、お客様の事業の成長、社会への貢献につながると考えている

からです。
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第４次中期経営計画達成に向け、
代表取締役２名体制に移行します。

長期経営ビジョン実現に向けて

UTグループ株式会社は、2024年４月より以下の通り、
代表取締役２名体制にて

第４次中期経営計画ローリングプラン（後述）を推進してまいります。

代表取締役社長に就任する外村は、全事業部門

を担当する取締役として、人事、人材開発及び営

業領域における豊富な業務経験と経営全般に対

する知見を活かし、当社グループにおいて強いリー

ダーシップを発揮してまいりました。この度、第４次

中期経営計画ローリングプランの推進にあたり、創

業者である若山を代表取締役会長、外村を代表

取締役社長とする代表取締役２名体制へ変更す

ることで、意思決定の迅速化及び業務執行機能

の強化を図ってまいります。

新体制にあたり、外村は事業の陣頭指揮、サービ

ス基盤及び事業基盤の構築により“派遣サービ

ス”の質を高めて当計画を実現すること、加えて組

織力の強化を担います。一方、若山については、

2030年３月期を見据えた長期経営ビジョンの実現

に向けた次期中期経営計画、経営方針の策定等

の役割を担います。

当社グループのパーパスである、「はたらく意欲を

持ったすべての人にスキルアップやキャリア形成の

機会が等しく提供され、公正に処遇される社会の

実現」を目指し、業界のリーディングカンパニーとし

て、製造業向け人材派遣事業の新たな在り方を追

求してまいります。

代表取締役会長

（前：代表取締役社長兼CEO）

若山 陽一

代表取締役社長

（前：取締役兼執行役員）

外村 学
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INTERVIEW
with Wakayama Yoichi

株主様をはじめとするステークホルダーの皆様には、日頃より格別のご

高配を賜り、厚く御礼申し上げます。2024年4月より代表取締役2名

体制とし、私は代表取締役会長として、より長期的な視点で会社を捉

え、その方向性を決めていく役割に重きを置くことにいたしました。長期

的にどのようなことを事業として行っていくのか、まだ未確定な部分も多

いですが、少なくともこれまでに大切にしてきたことをベースに、UTグルー

プがつくるプラットフォームでより多くの人に自己実現を叶えられる状況

をつくり出してまいります。

経営者としての私の原点は、16歳の時のオートバイ事故にあります。肝

臓は破裂し複雑骨折をしていたため、病院のベッドで何日間か眠ってい

ました。数か月後に、看護師さんが外に連れ出してくれて太陽の熱量を

肌に直に浴びた瞬間、生きている実感のようなものが体中を突き抜けて

きました。そして、こんな思いも込み上げてきたのです。

「これまでは厳しい父親に従って生きてきた。でもこれからは、自分の人

生を主体的に生きていきたい」

いま思えば子供じみた発想ですが、これが人生における大転換となり、

職業として経営者を意識することになりました。

20歳の頃には、起業資金を貯めるために、横浜の飲食店で働いたり、

その店の客相手にコーヒーを売る屋台を自ら開いたりしていました。他に

もさまざまな仕事を経験しましたが、もっとも好きだったのはビルの窓拭き

かもしれません。ゴンドラを少しずつ移動させながら、1枚また1枚とひた

すら拭いていくだけです。それでも、自分の作業によって綺麗になってい

くのがシンプルにわかり、達成感があります。作業を終えて地面に立っ

て見上げると、ピカピカになったガラス窓が夕陽で染まっている。これほ

ど気持ちのよい仕事はありません。

では、なぜ派遣会社を起業したのか。これは、たまたま知人の紹介で派

遣業界へと足を踏み入れ、当時の業界大手三社を経験したという理由

にすぎません。けれど、はじめの1社目で営業として現場をまわり、次の

会社の参謀室では経営を学ぶうちに、人材派遣業界の中の具体的な

課題と出合うことになります。そうすると、事業をつくりたいと思っている

自分と、事業そのものの課題とが結びついて、「自分だったらこうするの

にな」という考えが具体的になってくるのです。もちろん、現実はそんな

に甘くはありません。起業してからも、受注はできても人材が集まらず、

共同起業した友人と毎日のように作業現場に入る時期がしばらく続きま

した。そんな様子を見ていた50代の派遣社員から逆に励まされ、ご自宅

で食事をいただいたこともあります。

その人があるとき、私にこう言いました。

「もしできることなら、社会保険があったらありがたいです」

世間一般の仕事なら当たり前のことですが、派遣業界においては、それ

が無いことに誰一人として疑問を持っていませんでした。安心して長く働

き続けてもらうために、社会保険は欠かせないものなのだと気付かされ

たのです。この出来事が、のちに派遣社員を正社員として雇用するよう

になったきっかけでした。無期雇用を開始してからは、応募者も次第に

集まるようになり、定着率も上がっていきます。目の前のはたらく人が抱

いている不安、経営者として顧客が必要とする人材を届けられるのかと

いう焦燥、派遣された人が長続きしないという顧客の不満、三者の悩み

が一気に解消したのです。

目の前にある課題を見過ごさない。そして、なにができるのかと考え抜き、

手を打つ。

ＵＴグループでは、常にこれを繰り返してきましたが、実際の行動に移し

てこられたのは、私自身がさまざまな仕事と現場を経験してきたからかも

しれません。かつての自分のように雇用される側の立場として考え、派

遣ビジネスを客観的に捉えると、じっとしてはいられなかったのです。

人が集まりやすくなったとはいえ、一現場に50人・100人という大人数

の派遣契約となると人を集めるのは容易ではありません。どうにか集めた

としても、それ以上に難しいのは、彼ら彼女らが、しっかりと顧客の要望

に応えることです。はたらく一人ひとりのさまざまな思いを掬い上げ、モチ

ベーションを高めて派遣先へ送り出すというマインド面の支援は欠かせ

ません。

当時はよく、勤務初日を迎える前、立ち上げのメンバーたちを居酒屋など

に集めて決起集会を開いていました。「この会社から期待されているの

はこういうことです」「我々は最終的にこのような姿を目指しましょう」と、

まずは趣旨を説明します。派遣社員というのは入社時期がバラバラでお

互いの経歴も分かりません。ですから、自分がどんな組織に属して、そこ

でどんな役割を果たしていくことになるのかを、しっかり各自が理解してお

くことは、働く上で非常に重要なエンジンになります。

派遣先での勤務時間や働き方のマニュアルやルールといったハード面

も大事ですが、もっと大事なことがあると知ってほしい。そう強く願って、

一人ひとりに接していました。社会で働く一員として、自分が働く意味

や人生における目標という大きな視座を持ってもらいたい、そんな一心

でした。

創業８年目には業界初となる上場を果たしました。創業前に複数社を

経験して、オーナーという一人の人間の一存が、何万ものはたらく人の

行く末を決めてしまうことに、強く違和感を覚えていたこともあります。そ

して、上場したときについた時価総額のうち、約半分を自分が保有して

いることにもまた、違和感がありました。私は経営者であり株主でもある

わけですが、はたらく人たちは労働者のままです。派遣事業は巨大な設

備に投資することがないので、資本集約的である必要はなく、労働力を

提供するはたらく人こそ経営の源であるのに、まったくおかしなことだと

思いました。

「社会で働く一員として、
自分が働く意味や人生における目標という
大きな視座を持ってもらいたい」

経営者としての原点

三方良しを生んだ、派遣社員の正社員雇用

マニュアルやルールよりも大切なこと

オープンカンパニーとはなにか？

若山 陽一

– UTグループ株式会社
　代表取締役会長

UTグループがつくり上げた「無期雇用派遣」という新しい「はたらき方」

無期雇用 チームでの派遣 良好な職場環境 充実した教育制度

安心・つながり・成長

安定した

生活基盤の獲得

仲間と

働ける安心感

定着率と

成長率の向上

キャリアアップ

意識の向上

自分の人生を主体的に生きる。
そのことを、はたらく誰もの当たり前にしていく。
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そこで、株主や労働者、経営者といった区別をなくしたいと考え、「オープ

ンカンパニー」の概念を打ち出したのです。株主と労働者が別人ではな

く、同じ人が株主であり従業員でもあり、時に経営も担うという会社の形

です。業界初の従業員持株会を設け、派遣社員も株主になれる制度を

作りました。最終的には、派遣社員たちが筆頭株主になることが、この

会社にとって一番いい形であるに違いありません。自分たちが働くことで

会社の業績が伸び、その利益が自分たちに還元される、という明確な仕

組みは、強い循環を生み出し強い会社を作り上げるはずです。

「オープンカンパニー」の思想は、後に人事制度にも反映させました。派

遣社員が役員になるキャリアパスを叶えるためのエントリー制度がその

一例です。この会社の風土に合った制度を手探りしながら、今後も積

極的に諸制度や施策を取り入れていきたいと考えています。

コロナ禍に見舞われたのは、創業25周年の節目を迎えた直後でした。

特に工場派遣の場合は、大勢が同じ時間帯に通勤し、同じ時間帯に同

じ空間で働くわけですから、ソーシャルディスタンスを保つのは容易では

ありません。派遣先の突然の生産停止や需要変動による大幅な売上

減少が予測されました。しかし、先の見えない中でも、はたらく人の雇用

を守り、事業の安全性の確保にできる限り対応していくしかありません。

リーマンショックの際もそうでしたが、こういった緊急時には、全社として

の方針より、それぞれの現場での顧客状況を鑑みた判断を尊重するほ

かないのです。工場の稼働停止にともなう顧客との交渉に試行錯誤し

ましたが、幸いにもなるべく解雇者を出さないようにという顧客の配慮

もいただき、雇用や職場がなくなるという事態はほぼ避けることができま

した。

前代未聞のこの期間に経営者として熟考したのが、資金調達や財務

安定化という課題です。たどり着いた答えのひとつとして、有償ストック・

オプションの発行がありました。有償ストック・オプションには、中期的な

成長及び株価上昇に対する経営者のコミットメントによって、経営幹部

の自由度は高まると思います。年齢や家族の形によって変化していく可

能性のある働く価値観にも十分に対応できます。

今の日本の社会は残念ながら、多様なはたらき方が実現できる環境とは

言えません。非正規と正規という区分を見てもそれは明らかです。二つ

に区分されることによって間に抜け落ちてしまい、制度や仕組みを享受

できない人は少なくありません。

すでに一企業に属して長く働き続けるという形は主流ではなくなりはじめ

ていますから、多様な人材、多様な価値観に合わせて柔軟にマネジメン

トシステムを変えていかなければ、企業も生き残れません。一般的では

ないはたらき方を選択しても、それがデメリットになることなく利便性が得

られるシステムを構築して、働くことの価値やはたらく環境のアップデート

や管理職層の明確な目標共有、成長意欲の促進や会社全体の一体

感を醸成する効果もありました。

同時に、第４次中期経営計画も策定しました。自分の仕事、もっと言え

ば、自分の人生についても一定のゴールを置くことは非常に大事です。

私自身、そのようにして生きてきたわけですが、時間軸を決めて到達地点

を定める中期経営計画は、会社組織に欠かせません。大きなゴールは

二つあります。一つは、派遣単価を上げて、派遣社員の給料を2021年

比で20％アップさせること。もう一つは、派遣の仕事を安定的に紹介で

きるようにして、月間入社人数を2,000名以上にすること。現場と一体

になって、進捗プロセスを見つめながらゴールへ向かっているところです。

その先にもまだまだ目標はあります。例えば、派遣で働いている人たち

は、複数の企業での勤務を経験しますから、一つの会社内だけでキャリ

アを積んでいくわけではありません。特に製造派遣では、学歴や経験が

給与にほとんど影響せず、契約期間内のしっかりしたはたらきが求められ

るだけで、それ以上はあまり期待されていない現状があります。これでは

持続的なキャリアは望めません。

さまざまな企業で身に付けたスキルや経験を可視化して適切に評価され

るような人事労務サービスの基盤をつくり、派遣業界に新たなスタンダー

ドをもたらしたいと考えています。企業横断をふまえた一人ひとりの働き

を把握して、積み上げられてきたキャリアを途切れたものとせずに丁寧

に価値づけるのは、派遣会社の果たすべき役割ではないでしょうか。は

たらく人に、確かな成長とはたらく機会を、私たちは提供していかなけれ

ばなりません。

この人事労務サービスは未来のはたらき方のプラットフォームになると

思っています。正社員か派遣社員かというのは問題ではありません。大

企業に属さずとも、派遣社員であっても、自分自身のキャリアは形成でき

るのです。働く環境としてどの企業を選ぼうとも、自分のキャリアを一貫し

て認識できる仕組みがあれば、はたらく人の流動化が進み、はたらく人

を図っていきたいと考えています。

非正規と正規の間に存在する不公平というものをなくしていきたい。そし

て、はたらく意欲が失われることがないよう、それらを停滞させるような仕

組みや制度を変えていきたい。さらに、はたらくモチベーションが上がっ

て、充実した人生を過ごすための仕組みやサービスを展開していきたい。

これが以前から変わらぬ私の思いです。

「何のための事業なのか」。その答えはいつも、現場にあります。その軸

を忘れずに進んでいけば、次に目指すところも自ずと見えてくるはずで

す。その先には、誰でも自分のキャリアや働き方を、前向きに自由に自

分自身で決められるという世の中が必ず拓けていきます。

「これからは、自分の人生を主体的に生きていきたい」

16歳のときに私が抱いた思いは、多くの人も胸の奥に持っている望み

ではないでしょうか。それを堂 と々一人ひとりが叶えていく企業を目指し

て、私たちは歩みます。

コロナ禍にあっても雇用を守り通した

はたらき方の新たなプラットフォームへ

不公平さをなくし、はたらく人の人生を充実したものに

「何のための事業なのか——。
その答えはいつも、現場にある」

一人ひとりの成長の積み重ねがUTグループの成長につながる

UTグループの人材事業

UTグループの人的資本
多様な人が働きやすい職場作り 一人ひとりの価値の向上 はたらく人との長期的な関係構築

第4次中期経営目標

社会から必要とされる人材・はたらき方の提供を通じて顧客の生産性を高める

多様性 市場価値 エンゲージメント

一人ひとりに合ったキャリア開発や働くことを
通じて獲得したスキルや経験をベースにして、
派遣先に一人ひとりの価値を認めてもらうこ
とによりはたらく人の価値を継続的に高める。

「安心・つながり・成長」という、UTグループ
のはたらく人への価値提供を通じて、つながり
を強化することで、はたらく人との長期にわた
る関係をつくる。

年齢や性別、国籍など多様な属性を持った
一人ひとりの価値観やライフステージに合わ
せた職場をつくり、一人でも多くの働く意思を
持った人に働く機会を提供する。

より多くのはたらく人に応えられる
キャリアプラットフォームへ

これまでに作り上げた基盤をもとに、はたらく意欲を持ったすべての人が自分らしくイキイ

キ働ける環境と、人材を活用する企業が変化し続ける事業環境でも成長を実現できる

環境を両立させることで、持続可能な社会の実現を目指します。

INTERVIEW with Wakayama Yoichi
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株主・投資家の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し

上げます。

2024年4月1日にUTグループ株式会社の代表取締役社長に就任い

たしました外村学でございます。私は、1991年に株式会社リクルートに

入社し、HR領域でキャリアを積んでまいりました。当社には、2017年

に入社し、上席執行役員として、人事を中心にバックオフィス業務を統

括。2019年より取締役として中長期戦略の策定にも携わってまいりま

した。HR領域での長年の経験を活かし、「派遣」というサービスの新た

な可能性を模索していきたいと考えております。

UTグループは、2020年5月に策定した第4次中期経営計画（2021年

3月期〜2025年3月期、以下「当初計画」）で掲げる「より多くのはた

らく人に応えられるキャリアプラットフォームへ」という中期経営目標のも

と、一人ひとりのライフスタイルや働き方の変化に対応しながら、キャリ

ア形成の機会を等しく提供され、適正に評価される社会の実現を目指し

てまいりました。

当初計画4年目にあたる当期（2024年3月期）は、前期から続く半導体

の生産調整などの影響を強く受けたほか、製造業全体で生産活動が

停滞する状況でのスタートとなりました。強い需要回復を織り込んでいた

当プランのゴールとなる2026年3月期に当社グループが目指すのは、

「派遣」というはたらき方をサービスとして捉え、さらに利便性の高いサー

ビス基盤を構築することです。日本の労働市場は、少子高齢化の進行

による生産年齢人口の減少を背景として、人手不足がますます進行し

ています。このような状況下で当社グループの主要顧客である製造業

の企業から求められるのは、採用代行機能だけでなく、人材育成、職場

管理による定着化も含めたトータルソリューションです。多様な人々にイ

キイキと働ける職場を提供し、キャリア形成支援によって、一人ひとりの

下期も半導体関連の顧客企業を中心として、想定を下回る需要推移

となったこと、加えて、本格的な回復までに半年から1年ほどの遅れを見

込んだことから、当初計画を見直しする第4次中期経営計画ローリング

プラン（以下「当プラン」）の策定に至りました。

振り返りますと新型コロナウイルス感染症の拡大が続き、先行き不透明

な経済状況下でスタートした当初計画は、1年目から2年目にかけて、コ

ロナ禍の顧客工場の稼働停止等の影響を最小限に食い止めるととも

に、その後の人材需要の回復期において、積極的な採用活動を展開し

たことから、当初計画スタートからの2ケ年で技術職社員数は150％の

純増を果たし、売上高は約550億円拡大するという好発進となりました。

3年目においては、2ケ年で積み上げた技術職社員数を起点としながら、

当社グループが中長期的に成長加速を実現していくための盤石な事業

基盤を整えるよう努めました。共通の特性を持つ事業会社の統合や事

業会社間のアドミニストレーション業務等の標準化及び共通化、人員

配置の最適化を促進。採用活動においても事業会社ごとに保有する

求人情報等のデータベースをグループで統合し、採用オペレーションを

最適化することで、採用効率改善への取り組みを進めてまいりました。

このように事業基盤の着実な強化に努め、順調に推移していた当初計

画でしたが、当期における半導体関連分野の生産活動停滞が想定より

も長いと見込んだこと、加えて、昨年の事業環境の変化や製造派遣業

界の動き等を踏まえ、当初計画の戦略を見直し、最終年度を1年後ろ倒

しさせていただいた上で、当社グループが理想とする派遣事業の姿であ

る中期経営目標の達成を全力で目指してまいります。

生産性を高めることが派遣事業者に求められているのです。こうした社

会の変化は、当社グループにとって大きなチャンスとなります。

当社はこれまで、派遣“なのに”正社員のような教育や成長機会を提供す

ることで、求職者のニーズに応えてきました。今後は、派遣“ならでは”の

サービスを提供していくことで、求職者からより選ばれる会社になるべきだ

と考えます。派遣には「いつでもすぐに働ける」「好きな地域で働ける」と

いった利便性があります。すぐ働きたいというニーズに応えるため、最短1

日で入社できる採用の仕組みもあります。今後は、ライフステージに合わ

せて、キャリアを中断しても戻りたいタイミングですぐに働けるような「出入

り自由」な人事制度も整えたいと考えています。

企業からも求職者からも選ばれる
「より良い職場モデル」を提案し、
「派遣」というサービスの新たな価値を創造する。

第4次中期経営計画ローリングプランで目指す姿

第4次中期経営計画の業績推移

生産年齢人口減少により人手不足が進むと、労働市場は売手市場になる

「企業視点」ではなく「働く人視点」での戦略の転換が必要

派遣で働く人から最も選ばれる派遣会社へ

派遣をサービスとして捉え、利便性の高いサービス基盤を構築

応募したら
すぐ働ける

色々な仕事を
経験できる

入退社手続が
簡単

給与が日払い
経験の蓄積を
給与に反映

代表取締役社長就任のご挨拶

第4次中期経営計画ローリングプランの策定

「派遣」というはたらき方の利便性を高める

外村 学

– UTグループ株式会社
　代表取締役社長

入社数・離職率・採用単価 売上高・売上総利益 EBITDA・営業利益［名・万円］ ［億円］ ［億円］

入社数 採用単価 離職率 売上総利益 営業利益売上原価 償却費等売上総利益率 EBITDAマージン
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FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021
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2021
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2021

FY3/
2022
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2022

FY3/
2022
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2023
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2023
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2023
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2024
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2024

FY3/
2024

3.3％
2.7％

3.5％ 3.2％ 3.4％

15,581
13,930

17,662

7,8448,488

21.8

30.7

34.6

25.5

32.2

200 216 277 331 304

19.8％
8.5％

18.8％ 6.9％
17.7％ 4.8％

19.4％ 9.2%

18.2％ 6.5％

1,670

109

93

1,706
157

89

1,567

75
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79

71
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トップシェア戦略によるシェア拡大のメカニズム

第4次中期経営計画ローリングプランの戦略投資テーマ

連結数値目標

第4次中期経営計画ローリングプランの注力テーマ

当プランにおける成長ドライバーとなるのは、「マニュファクチャリング事

業」と「エリア事業」です。

「マニュファクチャリング事業」では、顧客企業に密着した課題解決型

の提案によって、リレーションを強化する「トップシェア戦略」を推進し

てまいりました。派遣先工場内でのシェア拡大をはかることで、リーマン

ショックやコロナ禍のような顧客工場の生産調整期にもシェアを維持

し、回復期には大量動員によってシェアを一気拡大できる強固な体制

づくりが可能となります。トップシェア戦略の鍵を握るのは、顧客企業ご

との「より良い職場モデル」の構築です。職場改善提案とともに当社

が雇用・育成した高スキル人材を現場に定着させることで、お客様の

品質・生産性向上に貢献する̶̶。業界全体が人材不足の課題を

抱える今、当社が積み上げてきた「人材育成」「定着化」のノウハウが

大きな価値になっています。

業界としては、「半導体関連分野」、「自動車関連分野」に特化していき

ます。人材需要の低迷が続いた半導体関連分野ですが、国内工場の

新設ラッシュに伴い、派遣需要が大きく高まることが予想されます。自

動車関連分野においても、慢性的な人材不足から、製造現場におけ

る人材派遣のニーズが高まることは間違いありません。

人材需要の増加に備え、採用活動にも尽力しています。コロナ禍にお

ける採用プロセスの徹底的な改善を経て、現在では月間2,000名を採

用できる体制が整いつつあります。2024年3月には、単月で2,344名

を採用するなど、明るい材料も増えています。

「エリア事業」においても工業地帯を中心に全国各地域の製造派

遣市場は拡大傾向にあり、成長の余地は十分にあると考えます。現

在、当社グループは、兵庫県、茨城県で製造派遣における地域シェ

アNo.1を獲得していると考えられます。これは、M&Aによって地域

に特化した派遣事業者をグループ化し、地域での認知度を高めた結

果です。このモデルを全国展開し、「地域一番店」を増やしていく計

画です。そのための課題となるのは、各エリアにおける職場の開拓で

製造派遣に特化し「より良い職場モデル」を追求 す。地元で働きたい、短時間で働きたいといった求職者のニーズに

合わせた多様な職場を用意することで「エリア事業」の拡大につなげ

ます。

その他、新たな事業領域の柱を育てるために外国人労働力の活用に

も注力していきます。そこで新たに取り組むのが「日系人材事業」です。

特に当社は、日系ブラジル人の活躍に注目していますが、政府も「日系

4世」の就労制限を緩和するなど、日系人がより日本で活躍しやすい環

境づくりが進んでいます。当社グループには、日系人材派遣で37年以

上の歴史を持つUTスリーエム株式会社があります。同社のノウハウを

全国に波及させ、国内における日系人材派遣No.1を目指します。さら

に、海外ベトナムで製造派遣業を展開する「ベトナム事業」、既存顧客

である大企業の人事構造改革を支援する「ソリューション事業」も展開

しています。

なお、当プランによって基幹業務となる製造派遣業に集中するため、

2024年4月1日付でUTコンストラクション株式会社、UTテクノロジー

株式会社の全株式を譲渡し、エンジニアリング事業セグメントを廃止い

たしました。

各セグメントの幅広い施策によって、当社グループは、第4次中期経営

目標で掲げた派遣事業のあるべき姿を目指します。それは、一人ひとり

のライフスタイルや働き方の変化に対応しながら、キャリア形成の機会

を等しく提供され、公正に処遇される社会の実現です。そのためには、

圧倒的マーケットリーダーになる必要があります。当プランの最終年度

には、現在約3万3,000人の国内技術職社員数を5万4,000人規模

まで拡大する計画です。それは、約40万人と言われる国内製造派遣

労働者の13％ほどになります。製造派遣市場で働く誰もがUTグルー

プを知っている未来を構築することで、「より多くのはたらく人に応えられ

るキャリアプラットフォーム」の実現を目指します。

当プラン最終年度の数値目標としては、売上高2,765億円、営業利

益224億円、EBITDA250億円を目指します。製造派遣業のリーディ

ングカンパニーとして、「派遣」というサービスの新たな価値を創造して

いきます。

国内技術職社員数5万人超を実現し
圧倒的マーケットリーダーへ

兵庫県、茨城県の成功モデルを全国へ

FY3/2024実績 FY3/2025目標 FY3/2026目標

連結 既存事業 M&A関連 連結 既存事業 M&A関連 連結

売上高 ［億円］ 1,670 1,955 195 2,150 2,346 419 2,765

EBITDA ［億円］ 109 － － 160 － － 250

営業利益 ［億円］ 93 146 △10 136 234 △10 224

親会社株主に帰属する当期純利益 ［億円］ 63 － － 130 － － 145

EPS ［円］ 160 － － 275 － － 306

EBITDAマージン 6.5％ － － 7.4% － － 9.0%

売上高営業利益率 5.6% 7.5% -5.1% 6.3% 10.0% -2.4% 8.1%

参考指標

ROE 25.4％ － － 23％ － － 23％

国内技術職社員数 ［名］ 33,078 39,391 5,250 44,641 45,908 8,570 54,478

FY25/3及びFY26/3は潜在株式調整後
複数の他社UT

通常生産期

10名で通常稼働している工場では、それ以
上の人材需要は生じないため、増員を獲得
することは困難。

人員削減

生産量減少期

生産量が減少すると、シェアが低い派遣会
社から削減されるため、トップシェアのUTの
人数は減らない。

UTUT

生産回復期

通常生産に向けて削除されていた5人分の
人材需要が生じ、採用力に強みのあるUT
のシェアが高まる。

日系人材事業 ベトナム事業 ソリューション事業

事業環境

● 日系人の就労制限が緩和

日本語能力などの一定の能力を満たせば
日系4世まで就労制限がない

● 地方では人口減少が深刻化

人口減少が進み地方経済は縮小、工場
誘致をしても人が集まらない

● ベトナムは高い経済成長が見込まれる
IMFの推計では2022年から2025年まで
に年率5.8%の実質GDP成長を予測

● 製造業への対内直接投資が活発
2018年から2022年までに製造業への
新規投資件数が2倍に増加

● 大企業では構造改革が進む
大企業グループでは構造改革に伴い人材
を流動化させたいニーズが高い

● 採用難による人材需要
大企業グループでも採用力に限界があり、
派遣・人材紹介ニーズは高い

目指す姿 日系人材派遣No.1 ベトナムにおける製造派遣No.1
大企業グループに特化した
人材パートナー

マニュファクチャリング事業 エリア事業

事業環境

・ 人口減少に伴い大規模工場が選好する若年男性は減少し人
手不足が加速

・ 自動化による要求スキルの変化から領域ごとの専門化や教育
ニーズの高まり

・ 各地域の製造業向け人材派遣市場は拡大傾向
・ 地域ベースの市場シェアはまだ低く、拡大の余地が大きい

目指す姿
顧客ごとの「より良い職場モデル」の追求を通じて、ツインカスタ
マーの価値を向上し、圧倒的シェアNo.1を獲得する

地元・地域で働きたい、多様な属性・多様な働き方を希望する求
職者ニーズに応え、各地域から最も信頼される「地域一番店」を
目指す

INTERVIEW with Sotomura Manabu
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1995年に誕生したUTグループは、2024年で創業30年目を迎えました。

製造派遣業のリーディングカンパニーとなるまでの道筋には、多くの苦難や転機がありました。

働く人の価値向上を追求するUTグループの歩み

“製造派遣社員の定着率は低い”という当時の状況を打破すべく、派遣

社員の教育支援を整え、スキルアップに応じて昇給させる仕組みを提案。

「正社員雇用」や「社会保険100%加入」を叶え、業界の常識を覆してい

きました。2001年にはIT不況を受けて2期連続の赤字となりましたが、そ

こで改めて会社の存在意義を考えるべく「志の会」を発足。「はたらく力で、

イキイキをつくる。」の原型がつくられました。

1995年	当時24歳の若山陽一がエイムシーアイシー有限会社設立

1996年	日本エイム株式会社（現・UTエイム株式会社）に改組

2000年	独自のビジネスモデル「工程一括請負」導入

2001年	技術職社員能力向上のための請負推進チーム設置

常識にとらわれないスタイルで
人材派遣業界を変えるべく邁進

2003年、日本エイムはJASDAQ市場に製造派遣業界で初の株式上場

を果たしました。その後、人材派遣事業に加え、組み込みソフトウェア開

発等を行う設計開発事業、中古製造装置の製造装置事業などM&A等

による業容拡大を推進。設計・装置・人材の3つの観点から製造企業を

トータルに支援する総合企業を目指し、2008年3月期には連結売上高

約65％増、営業利益約80％増など急速な成長を実現しました。

2002年	半導体製造領域への特化を推進

2003年	日本エイム株式会社株式をJASDAQ市場に上場

2006年	設計開発事業、製造装置事業に参入

2007年	持株会社化し、ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングスとして新たな

	 スタートを切る

製造派遣業界で初の株式上場
さらなる成長に向け業容拡大へ

業容拡大戦略で急速な成長を実現しましたが、2008年のリーマンショック

をきっかけとした世界的な経済不況の影響を受け、業績は大きく下降。そ

こで再起を期すべく、設計開発事業と製造装置事業を売却し、人材派遣

業に経営資源を集中する決断をしました。経済不況による大きな挫折は、

私たちが成すべき事業の在り方を再確認する「第2成長期」となり、いまに

至る地盤固めの重要なきっかけとなったのです。

2009年	商号をUTホールディングス株式会社に変更

2009年	設計開発事業、製造装置事業を売却

2010年「脱半導体・脱エイム」全方位戦略へ

2012年	全子会社を、UTを冠する商号へ変更

2015年	「One	UT」「Next	UT」を開始

世界的経済不況による挫折と
再起を果たすための原点回帰

「One	UT」「Next	UT」や各種のキャリアデザイン研修など、人材育成・

キャリア形成を目指す多彩な取り組みが、働く人と顧客企業の両方から選

ばれる強みとなり、2018年には製造派遣業界No.1の規模に成長。また

2019年に「ポーター賞」を獲得するなど、外部からの高い評価を獲得しま

した。キャリアプラットフォームの対象を広げ、次なるステージへと歩みを進

めています。

2018年	製造派遣で業界No.1へ

2018年	UTエイムがグッドキャリア企業アワード大賞を受賞

2019年	UTグループがポーター賞を受賞

2019年	長期経営ビジョン「UT	VISION	2030」発表

2019年	東京証券取引所市場第一部へ市場変更

働く人と企業がともに成長できる
キャリアプラットフォーム構想の実現

	技術職社員数（国内）

■	人材サービス事業の売上高

■	製造装置事業の売上高

創業期

第1成長期

第2成長期

第2創業期

1995年、「人材派遣業界を変える」という想いを胸に、わずか2名

から人材派遣・請負事業をスタートしたUTグループは、IT不況、リー

マンショック、コロナ禍などの度重なる苦境を機会に変えて、成長

拡大期を進んでいます。2019年3月期に売上高1,000億円という

大きなハードルを突破。2024年３月期には親会社株主に帰属する

当期純利益および１株当たり当期純利益（EPS）について、過去

最高だった2019年３月期を５年ぶりに大きく更新。また技術職社

員数は３万3,000名を超え、これからの月間2,000名採用の常態

化に向けた取り組みを大きく推進しています。

[ 1996年3月期 – ]
創 業 期

[ 2002年3月期 – ]
第 1 成 長 期

[ 2008年3月期 – ]
第 2 成 長 期

[ 2016年3月期 – ]
第 2 創 業 期

［2024年3月期］
売上高

1,670億円
技術職社員数（国内）

33,078名
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停滞する日本経済の背景には、旧態依然とした労働市場が抱える多くの課題があります。

新たな時代にふさわしい労働市場の実現もUTグループが描くビジョンのひとつです。

生産年齢人⼝⽐率の低下を補填するには

⼀人あたりの生産性を⾼めることが不可⽋。

働く人のスキルアップだけでなく

スキルが⼗分に発揮される環境が重要

「ひとつの会社に退職まで勤め上げる」という

旧来の日本的価値観に縛られず

外部労働市場を活性化させることが

人材⼒を底上げする⼟台となる

⼥性・⾼齢者・外国人など

多様な人が参加しやすい労働環境と

企業と働く人を

つなげていく⽀援が必要

年功序列・終⾝雇⽤の慣行によって

スキルが適正に評価されない現状に。

適正な評価環境の構築が

成長意欲の向上につながる

日本の生産年齢人口比率は諸外国と比べて低く、今後さ

らに低下すると予測されています。根本には少子高齢化の

問題があり、生産年齢人口比率の低下から65歳以上の

高齢者の就業率が上昇しています。20代後半〜30代女

性の労働参加率が低いことも日本が抱える課題のひとつ。

多くの人が働きやすい環境を整え、労働参加率を高めるこ

とが必要です。

※内閣府「世界経済の潮流	2011年I」より編纂
※2010年以降は資料発表時点での予測
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労働市場が抱える課題に対して、いわゆる“ジョブ型雇用”

への転換が語られることが増えていますが、諸外国と日本

の労働市場にはどのような違いがあるのでしょうか。その点

を考える上で重要なのが、終身雇用に代表される雇用形

態や、採用・教育に見られる労働慣行です。ここでは代表

的な慣行をピックアップして解説していきます。

日本の労働市場の課題と私たちのソリューション

生産年齢人口比率の急速な低下 日本独自の労働市場を形成してきた労働慣行

生産年齢人口の減少を補うために取り組むべき課題とは 限られた労働力を社会全体で活用するために必要なこととは

働く人一人ひとりの生産性の向上
企業に依存せず職能に応じて

ステップアップできる社会の実現

労働参加率を⾼めるための

多様な人材の活躍機会の創出

業務内容やスキルが

適正に評価される環境の構築

定年まで正社員としての雇⽤を保障
業績不振等を除き簡単に解雇されない

「定年まで正規雇用する」という保障により企業は労働者を獲得

してきましたが、経済が低迷する現在、制度的な崩壊が予見され

ています。コスト増や成長意欲の停滞などがデメリットとして挙げ

られています。

終⾝雇⽤

⾼校・大学卒業時に定期採⽤を実施
社内教育を通して業務スキルを獲得する

専門性を問わずに社員を一括採用し、社内教育や配置転換を通

じてスキルを培う手法も、日本で多く見られる労働慣行のひとつ。

専門性が培われづらく、キャリアの選択の幅を狭める原因になり

かねません。

新卒⼀括採⽤・社内教育

担当業務や業務成績への評価とは別に
年齢による⼀定の昇給・昇格が保障される

年齢が上がるほどに評価が高まる「年功序列」も終身雇用とセッ

トで日本企業に根付いてきた慣行です。成果に対する適正な評

価と相反するものであり、社員の高齢化による人件費の増大をも

たらす要因となります。

年功序列

生産年齢人⼝の総人⼝に占める割合

※内閣府「男女共同参画白書	平成25年版」より編纂
※「労働力率」は15歳以上人口に占める有労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合
※日本は総務省「労働力調査（基本集計）」、その他の国はILO“LABORSTA”“ILOSTAT”より
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※総務省統計局（2021年発表）資料より編纂
※日本は総務省「労働力調査（基本集計）」、他国は「OECD.Stat」より

■	2010年
■	2020年

– 日本
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– 日本
– アジア
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– 北アメリカ

予測
– ヨーロッパ
– アフリカ
– 中南米、カリブ
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旧態依然とした労働市場を変えるソリューション 長期経営ビジョン

UT VISION 2030

生産年齢人口が減少する中で、企業横断的な人材の最適な配置・活

用を促すため、外部労働市場の活性化が急がれています。そのために

は旧来の労働慣行からの脱却、能力に応じた仕事とマッチングし、企業

横断的に能力を高めながら適正な評価が得られる“新しい働き方”の実

現が必要です。UTグループが目指している「これからのはたらき方のプ

当社が創業以来大切にしてきたことは、「はたらく人」一人ひとりの可能性を広げ、働くことを通じて「成長」が実感できる

ようにすることです。そのために「安心」して働ける環境、会社や仲間との「つながり」をつくり出してきました。これらはす

べて「はたらく人」を顧客に見立て、提供価値を追求してきたからにほかなりません。この「はたらく人」に向き合い、寄り添

うという姿勢は、これからも変わらないUTグループらしさそのものです。

これから10年先を見据えた時、「はたらく人」の可能性をさらに広げられるよう、職種や、働く場所、時間などの就業条件

の多様化を進めるとともに、年齢、性別、国籍、人種を問わず、一人ひとりのライフステージやニーズに合わせた教育・

訓練と仕事のマッチングに加え、働いている時間だけではなく、仕事を離れた時間まで領域を広げて「安心」を提供するこ

とで、働く質を高め、社会全体の成長に貢献します。

ラットフォーム」には、そんな未来の労働市場も含まれています。一人ひ

とりのスキルに合った職場で、能力に応じた評価が得られるから、成長

意欲を持って、イキイキと働くことができる。派遣という働き方は、これか

らの日本経済を支えるためにも、より大きな可能性を秘めたものだと言え

るでしょう。

新卒⼀括採⽤を基本として

社内で人材育成を行う

働き⽅に柔軟性がなく

多様な人が参加しづらい労働環境

派遣という働き方でより多くの人が企業横断的に活躍できる

UTグループのキャリアプラットフォーム

働く人一人ひとりの生産性の向上

企業に依存せず職能に応じて

ステップアップできる社会の実現

労働参加率を⾼めるための

多様な人材の活躍機会の創出

業務内容やスキルが

適正に評価される環境の構築

生産年齢人⼝減少時代への適応が求められる日本の労働市場

基本⽅針

重点テーマ

あらゆる人が公正な評価と機会提供のもとイキイキと働ける
「これからのはたらき方のプラットフォーム」の実現へ

内部労働市場への依存から外部労働市場の活性化に向けて

日本政府が目指す未来の労働市場を後押しする存在へ

ひとつの会社に長く勤めることが

評価される旧来の価値観

職務を限定せず異動・転勤による

ジョブローテーションを実施

これからのはたらき方のプラットフォームになる。

はたらく人へ「成長」という価値提供をすることで、顧客企業への付加価値となり、
それが社会全体の「成長」へつながります。

「はたらく人が価値と感じることを実行していく」

「はたらく人にとって最良のサービスを提供する」

1

はたらく意欲を持ったすべての人に応

えられる、多様な職場と働き方、スキル

アップの可能性を提供します。

みんなの
「はたらきたい」に応える

2

日本で暮らし、働く外国人にも「イキイ

キ」するために必要なサポートを行い、

職場の提供と連続したキャリア形成を

支援します。

外国人にも「イキイキ」を

3

職場での適切な法令遵守環境の確保

はもちろん、働いていない時間もサポー

トすることで、「働く」の質を高めることを

目指します。

「安⼼」をいつでも

「はたらき⽅」の多様性を⽀えるプラットフォームが求められています。

増えていくキャリアの選択肢に対して、それを⽀えるための社会づくりが必要不可⽋なのです。

はたらく人の誰もが自分らしく「はたらき、いきる」ことを安心して目指せる社会へ。

UTグループはこれまでも、これからも、はたらく人を⽀える存在であり続けます。

日本の労働市場の課題と私たちのソリューション
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はたらく人とより良い就労環境が継続的に⾼まり続ける
UTグループ独自のバリューチェーン

ビジネスとして適正な収益性を実現することを通して
事業の継続性や各種ステークホルダーへの還元へとつなげます。

⼀人ひとりの「イキイキ」の総和がUTグループの成長

ビジネスを通して、社会課題の解決に貢献します。
はたらく人⼀人ひとりを⽀え、持続可能な社会の実現を目指します。

INPUT UTグループの人的資本 OUTPUT OUTCOME

バリューチェーン

当社は「はたらく人」と「企業」の双方を顧客とし、関わる人すべてが持続

的な成長を叶える「ツインカスタマー戦略」というビジネスモデルに立脚し、

「人材育成」と「より良い職場づくり」を軸とした持続的なサイクルによる

バリューチェーンを構築しています。UTグループ独自のこの２つの仕組

みに、適正な財務・非財務資本を投下することで、私たちの事業におけ

る経済価値、そして企業としてより良い社会の実現に貢献するための社

会・環境価値は生み出されていきます。そこで生まれたアウトプットをさらな

る好循環の起点とすることで、「これからのはたらき方のプラットフォームに

なる。」というビジョンの実現へと、継続的に歩み続けていきます。

財務資本
・株主資本［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,007

・有利子負債［百万円］	・・・・・・・・・・・・・・・・・12,290

・負債資本倍率（D/Eレシオ）［倍］	・・・・・・・・ 0.45

社会・関係資本
・応募者数（技術職）［名］	 ・・・・・・・・・・139,720

・面接数（技術職）［名］	・・・・・・・・・・・・・・・63,247

・採用数［名］	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13,231

・取引先企業数（国内）［社］	・・・・・・・・・・・ 2,260

・職場数（国内）［件］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,028

製造資本
・設備投資額［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,261

・ソフトウエア［百万円］	・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,719

自然資本
・エネルギー使用量［kWh］	・・・・・・・・・・・・67,587

・ガソリン使用量［ℓ］	・・・・・・・・・・・・・・1,201,114

人的資本
・国内社員数［名］	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35,019

・うち国内技術職社員数［名］	・・・・・・・・・33,078

・海外技術職社員数［名］	 ・・・・・・・・・・・・15,693

・プロフェッショナル

		キャリアパートナー数［名］	・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

・キャリアパートナー数［名］	 ・・・・・・・・・・・・・・ 680

社会・環境価値

多様性指標

経営成績

UTグループの人的資本

一人ひとりの価値観や
ライフステージに合わせて、

多様な人が働きやすい職場づくり

多様性

その能力やキャリアを磨き、
一人ひとりの価値向上

市場価値

UTグループのプラット
フォームで活躍し続けること

エンゲージメント

・売上高［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 167,030

・EBITDA［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10,936

・EPS［円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 160.41

・フリー・キャッシュ・フロー［百万円］	 ・・・・・・・・3,776

キャリア形成⽀援

・教育受講延べ人数［名］	 ・・・・ 79,465

・キャリアパス利用者数［名］	・・・・ 1,158

・月間定着率（技術職）	・・・・・・・・96.1%

温室効果ガス排出量

・Scope1［t-CO₂］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,788.6

・Scope2［t-CO₂］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 29.2

・Scope3［t-CO₂］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ –

・社員の女性比率	・・・・・・・・・・・・・32.1%

・女性の管理職比率	・・・・・・・・・・14.0%

は
た
ら
く
意
欲
を
持
っ
た
す
べ
て
の
人
に
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
や

キ
ャ
リ
ア
形
成
の
機
会
が
等
し
く
提
供
さ
れ
、

公
正
に
処
遇
さ
れ
る
社
会
の
実
現

VISIONの
実現

これからのはたらき⽅の
プラットフォームになる。

経済価値

輩
出

ビジネスモデル

はたらく⼒で、イキイキをつくる。ビジネスモデル は
た
ら
く
力
で
、
企
業
の
競
争
力
を
支
え
る

ひ
と
り
で
も
多
く
の
人
に
は
た
ら
く
力
を

就労を通じた
人材開発サイクル

良質な職場
開発サイクル

・ROE	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25.4%

・仕事創発価値［百万円］	・・・・147,258

「はたらく人」と「企業」が持続的に成長できる世界を実現するために。
UTグループは、社会の発展と深く紐づく価値を創造し続けています。 

価値創造プロセス

財務資本	.......................負債資本倍率（D/Eレシオ）＝有利子負債
／株主資本。

人的資本	.......................プロフェッショナルキャリアパートナー
（PCP）：長期的な視点で技術職社員の
キャリア形成をサポートする専門職／キャリ
アパートナー（CP）：配属先での実務をサポー
トしながら技術職社員のキャリア形成に伴
走する社内認定のキャリアカウンセラー。

自然資本	........................エネルギー使用量：UTグループ（株）五反
田本社の年間の電気使用量／ガソリン使
用量：UTグループ（株）にて管理する社用
車に係る年間のガソリン使用量。

経営成績	....................... 仕事創発価値：多くの人に働く機会を提供
し、成長を支援するUTグループの独自指
標＝営業利益＋人件費。

キャリア形成⽀援	...........キャリアパス利用者数：One	UT、Next	
UT、UTエントリー、技術職から一般職への
職種転換の年間利用者数の合計。

温室効果ガス排出量	..... 環境省・経済産業省『グリーン・バリュー
チェーンプラットフォーム』に基づいて排出
量を算出しています。

Scope1：事業所での燃料の燃焼による温室効果ガスの直接排出量
Scope2：オフィスにおける電力使用にかかる二酸化炭素排出量
Scope3：上記除く主な間接排出量（社用車による業務移動）

職場開発
活動

キャリア
形成支援採用活動 教育・

育成
現場・
労務管理

良質な職場開発サイクル 就労を通じた人材開発サイクル

022021 2024 UT Group Integrated Report



ミッションを実現する
価値創造活動

価値創造活動を⽀える
組織統制・事業基盤

環境に配慮した
持続可能な事業運営

環境基本⽅針

UTらしさを実現する⽅針
個人の尊重と成長に関する基本方針

組織統治の基本⽅針
コーポレート・ガバナンス基本方針
サステナビリティ基本方針

ステークホルダー・エンゲージメント方針
内部統制システム基本方針
リスクマネジメント基本方針
コンプライアンス基本方針
情報セキュリティ基本方針

理念体系 テーマ分類 重点テーマと取り組み⽅針 積極的に取り組む重要課題 活動⽅針と評価指標

企
業
目
的

企
業
理
念　

M
IS

S
IO

N

／V
IS

IO
N

／V
A

LU
E

S

採⽤活動
応募者数（技術職）、面接数（技術
職）、新卒採用数（技術職・一般職）、
中途採用数（技術職・一般職）

キャリア形成⽀援活動
教育受講延べ人数

職場開発活動
取引先企業数、職場数

多様性指標
シニア採用数、障害者採用数、女性採用数
（技術職・一般職）、女性の取締役比率、
女性の管理職比率、社員の女性比率

キャリアパス
One	UT利用者数、Next	UT利用者
数、UTエントリー利用者数、技術職か
ら一般職への職種転換

人材開発指標
年収の中央値、年収の中央値の上昇率、技
術職社員の月間定着率、在籍人数（国内社
員、技術職、一般職）

適正な労働慣行
育児休業取得数（男性・女性）、男性社員の育児休業取得率、育児休業復職率、介護
休業取得数、無期雇用比率、有期雇用比率

従業員の安全衛生
平均残業時間、労働災害発生率

データセキュリティ
情報セキュリティ教育受講者数

環境マネジメント
温室効果ガス排出量、売上高に対する紙の消費量

事業倫理
コンプライアンス研修受講者数、重大な法令違反件数

行動規範
内部通報窓口での受付件数、人権関連相談件数

コーポレート・ガバナンス
株主総会出席者数、株主総会質問数、議決権行使率、独立社外役員比率、取締役会
平均出席率、取締役会開催数、監査等委員会開催数、指名・報酬委員会開催数、IT
投資委員会開催数、コンプライアンス・リスク管理会議開催数、ガバナンス検討会開催
数、経営会議開催数

人的資源開発

有能な人材の確保と維持

ダイバーシティとインクルージョン

適正な労働慣行

従業員の安全衛生

データセキュリティ

事業倫理

コーポレート・ガバナンス

行動規範

環境⽅針の策定と環境マネジメントの構築

働く人が安心して暮らせる社会実現のために。
私たちの重要課題は、働く人への想いにつながっています。 

働く人とともに成長するために取り組むべき課題とは

⼀人ひとりの可能性を広げる

⼀人ひとりを尊重し、

⼀人ひとりに向き合い、

イキイキ働ける環境を作り続ける

P027–

P027.P047–

P028.P047–

P028.P047–

P029

P030

P030

P031

P032

P032

P029–

事業基盤の継続的な強化

慣習にとらわれず、

はたらく人の目線で

人材業界をリードし続ける

P031–

公正で透明性の⾼い組織統制

⼀人ひとりを尊重する

企業文化を醸成し、

オープンで公正な企業姿勢を貫く

P033–

環境への適切な配慮

自然環境への影響を認識し、

適切にコントロールする P034
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サステナビリティの考え方と推進体制

社外ステークホルダーから挙がった期待・意見

全体活動方針・目標全体活動の報告状況

活動計画活動状況の報告

UTグループでは、はたらく意志をもつ一人で

も多くの人が、イキイキと自分自身の可能性

を追求できる環境を整備するため、良質な職

場をお客様とともに構築し、働く人と企業の

双方がともに成長できる好循環をひとつでも

多く社会でつくりあげていきます。すべての役

員と従業員が「多様な個が互いに認め合い、

互いに活かし合う組織」を実現し、個と社会

の共存共栄の持続に貢献していきます。

サステナビリティに関連する方針の整

備や指標の定義においては、社内外

の広い意見を土台に特定したマテリ

アリティを基準として、経営層や管理

職における協議をE（環境）S（社会）G

（ガバナンス）の各項目において実施

しました。現状の課題意識やUTグルー

プとしての強みをどの観点において打

ち出すべきか、といった視点をもとに協

議を重ね、方針の整備とサステナビリ

ティ指標の決定に至りました。

ステークホルダーとの対話 事業活動／サステナビリティ活動

サステナビリティ開示（定量／定性）

サステナビリティ推進体制図

取締役会

経営会議サステナビリティ事務局

各部門

マテリアリティの特定プロセス

サステナビリティ関連方針の策定等のプロセス

マテリアリティマップ

マテリアリティの特定にあたっては、人材業界に対する社会的な

要望を把握するため、SASBマテリアリティマップのサービスセク

ターにおける課題、及びRobecoSAMが専門サービスセクターで

注目すべきクライテリアとして設定している項目を参考にして、人材

業界において要望が強いと考えられる12の項目（人材業界の12

項目）を抽出しました。

その後、社外のステークホルダーの方々に人材業界の12項目から

相対的な優先順位を設定していただき、それをベースとして具体的

なご意見を伺いました。これと同様のプロセスを経営層や管理職、

一般社員を含む社内においても行い、UTグループの事業と項目と

の関連性について優先順位を設定しました。

環境に配慮した
持続可能な事業運営

価値創造活動を⽀える
組織統制・事業基盤

ミッションを実現する価値創造活動

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
期
待

事業との関連性

環境方針の策定と環境マネジメントの構築

取引先関係管理

データセキュリティ
行動規範

ダイバーシティとインクルージョン

事業倫理

従業員の安全衛生

適正な労働慣行

人的資源開発

有能な人材の確保と維持

コーポレート・ガバナンス

操業上の環境効率対策

●	積極的に取り組む課題
○	全社的に取り組みを強化する課題

※一部抜粋・アンケートをもとに編纂

社外からの期待値が⾼い指標が
人的資本経営への注⼒の起点に

マテリアリティの特定において優先順

位が高く設定された３つの項目が、「一

人ひとりの可能性を広げる」というUT

グループの価値創造活動の基盤となり

ました。当社が推し進める人的資本経

営はこれらのマテリアリティを起点とし

ています。

■ 人材紹介会社からの意見

環境との関わりが他産業と比べて低い人材業界

の中でも、製造業向け人材派遣サービスのNo.１

事業者として、UTグループの規模感・豊富な技

術者を有する強みを活かすことで、固有のモデル

をつくり環境問題へ取り組んでいくことができると

期待したい。

■ 大学キャリアセンターからの意見

人材確保・活用面であるマイノリティへの理解促

進、採用（活用）の増進を期待する。研修・教育

システムが業界最大規模であるUTグループでは

成し得ると考えるため、トップランナーとして枠組

み形成を期待する。

■ 投資家からの意見

中長期的な企業価値向上を重視しているため、

非財務目標の達成状況を役員報酬に反映・開

示する等、コーポレート・ガバナンスの実態を把握

できる開示を期待する。

社会課題の抽出
外部のガイドライン等を参照し、UTグループの関連

業界に関する社会課題を抽出

STEP

1

ステークホルダーの期待把握
インタビューを実施し、ステークホルダーの期待・重

要度を把握

STEP

2

事業と社会課題との関連性評価
ステークホルダーの意見をもとに、経営陣による議論

を実施し、事業と社会課題との関連性を評価

STEP

3

これまでの経営の
価値判断軸の抽出

社長へのヒアリングをもとにエッセンス

を抽出

STEP

5-1

関連方針の整備
STEP

7-1

理念体系の再構築
価値判断軸とマテリアリティへの考え

方をもとに作成した、企業理念と経営

基本方針を取締役会において決定

STEP

6

マテリアリティと
企業活動の関係整理

分科会においてマテリアリティへ

の考え方と取り組み方針を整理

STEP

5-2

サステナビリティ
指標の定義

管理指標と開示指標及び、取得

責任部署等の定義

STEP

7-2

マテリアリティの特定
関連性評価から重要度を整理し、取り組むべき課題

を取締役会において決定

STEP

4

サステナビリティ指標開示体制の構築プロセス

働く人とともに成長するために取り組むべき課題とは

2021年4月－
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新卒の一般職社員全員を幹部候補生として採用し、３年間で管理職相当の役

割を担うための育成パッケージを用意。１年目には現場研修として、技術職社員

と同様に現場に身を置きます。２年目には周囲の力を巻き込みながらチームを

牽引し、より大きなミッションをマネジメントする能力を習得するための各種研修

や、周囲と自身の認知を高める360°サーベイなどを実施します。そして３年目に

は３年間の研修の総括とともに、今後の社内キャリアの形成について考える機

会を用意します。

働く人⼀人ひとりを尊重し、働く人の視点から社会との調和を目指して
私たちは持続的な価値創造のための課題解決に取り組んでいます。

技術職社員の平均年収を2026年3月期に20％上昇

女性管理職比率を2025年3月期までに15％へ

国内の技術職社員数を2026年3月期に５〜６万人に

技術職社員に対する教育投資

一般職社員に対する教育投資

サステナビリティ経営の実現に向けて

一人ひとりの可能性を広げる

目標

目標

目標人的資源開発

ダイバーシティとインクルージョン

有能な人材の確保と維持

※2021年3月期と比較した2026年3月期の目標

※UTグループ株式会社を含む主要な事業会社の女性管理職比率

職場への定着を図る施策として、オンボーディングパッケージを導入。中途採用

社員を対象に、入社から３ヶ月間を期間とし、入社日にオリエンテーションを行う

他、複数回のフォロー面談を実施し、一人ひとりの状況を細かく把握しながら不

安の解消を図ります。期間中にはパルスサーベイを兼ねた就業レポートのチェッ

クを行い、社員の状態確認と必要に応じたフォローアップを実施。そして３ヶ月目

にはフォローアップ研修を行います。成果として同プログラムの対象となった技

術職社員の入社から３ヶ月以内での離職率が、従来比で約半減しています。

また新卒の技術職社員に対しては、社会人未経験であることを踏まえた半年間

の研修を実施。社会人マナーや報告書の作成方法など、基本的な社会人スキ

ル・業務スキルの獲得も含む内容です。就業レポートの提出の他、VRを活用し

たコミュニケーション能力習得のためのプログラムなども用意しています。

特定の職種・役職にキャリアチェンジするための教育として、職種別・役職別の

各種プログラムを用意。すべてのプログラムに個別の教育コンテンツとトレーナー

応募者の利便性向上を重視し、面接予約は電話、チャット、自動予約システム、

AIによる電話応対など幅広い手段を用意し、応募から５分以内には応募者にリ

アクションできる体制を構築。また面接は対面形式だけではなく、ビデオ通話や

チャットなどを活用し、応募者が日時・場所・形式等によるストレスを感じずに実

施できる仕組みづくりをしています。

採用に際しては、応募者を“選考する”のではなく、応募者に適した仕事とのマッ

チングを図る、応募者の潜在的な要望にリーチして適した仕事を提案する、面

接予約の段階から応募者のモチベーション向上を図るといった姿勢を重視。

コールセンターではオペレーターの人員リソースと対応品質を確保するため、業

務をバックアップするためのモニタリングの仕組みの導入やFAQのシステム化

を図っています。

取り組みは大きく「技術職採用拡大」「労働環境整備」「女性管理職育成」に

区分されます。「労働環境整備」においては、「長時間労働の解消」「多様な

キャリアモデルの確立」の２つを重要課題として認識し、勤務時間超過を解消

すべく現場の管理監督者におけるコア業務・ノンコア業務を切り分け、業務の

効率化を図るべく取り組んでいます。「多様なキャリアモデルの確立」は「女性

管理職育成」の取り組みと連動するものとして、在籍する女性社員を軸に、新

たな管理職のキャリアモデルの開拓を目指しています。そのためのプロジェクト

チームとして、各部門の女性リーダーを集めた「ダイバーシティ推進プロジェクト」

を設置。ライフスタイルの変化に応じたキャリア形成支援を、全社で包括的に

推進するための体制構築へとつなげています。

管理職や管理職候補者を対象に、マネジメント業務に就く前の「ステージアップ

研修」、マネジメント業務に就いた直後の「新任管理職研修」、そしてマネジメン

ト業務を一定期間経験した後の教育としては、セクションの責任者に当たる役

職以上を対象に、360°サーベイを実施します。

技術職社員から一般職へ職種転換した人や中途採用者を対象とした導入

研修である「UTナレッジ」は、当社の歴史や社内システム、社内ルール、人

事制度など、当社で働く上で必要となる知識を得るための機会として実施し

ています。

事業運営等の業務に携わる一般職社員の育成においては、幹部候

補生となる新卒社員を対象とする「経営人材育成」、管理職や管理

職候補者を対象とする「マネジメントスキル」、技術職社員から一般職

へ職種転換した人や中途採用者を対象とした導入研修の「UTナレッ

ジ」を軸に据え、各種施策を実施しています。

を用意しており、キャリアチェンジを目指す技術職社員はプロフェッショナルキャリ

アパートナー※（PCP）の推薦などを受けて、これらのプログラムを受講します。

OJT教育に加えて、技術職社員が現在の職種・職場におけるスキルアップを図

るためのOFF-JTによる教育施策を用意。主にオンラインスクールやe-learning

を活用する他、国家資格を主とした特定の資格取得のための教育や資格取得

支援（資格取得のための受験費用を当社が負担）やキャリアデザイン研修などを

実施しています。

技術職社員のキャリア形成をサポートする役割として、社内で認定されたキャリア

パートナー（CP）とプロフェッショナルキャリアパートナー（PCP）を用意。CPは働

く人を日常的に支援し、PCPは社員の能力や意欲に応じて適した職種を提案す

る、技術職社員の中長期的なキャリアを実現する重要な役割を果たします。

派遣先である顧客企業と協力して製造現場におけるコンプライアンス遵守の

体制を構築する提案を行っています。労働時間管理やメンタルヘルスケアなど、

当社が蓄積した職場づくりのノウハウを共有。法令・コンプライアンスに関する

知識を備えた現場管理者の育成、リスク発生の抑止と発生時の再発防止策

の策定などを通して、社員が安心して働ける職場環境の整備を行っています。

リモートワークの活用はコロナ禍以前から試験的に導入しており、コロナ禍をきっ

かけとして本社勤務の一般職社員は、2020年４月からほぼすべての部署でリモー

トワークを行っています。その他、顧客企業の現場の管理・監督を行う一般職社

員においても、業務ごとに可能な範囲でのリモートワークを推進しています。

当社グループの特例子会社であるUTハートフルにおいて、障害がある方 を々

採用し、「生産性向上に資するサービス」を掲げて、本社や事業会社から業務を

受託しています。いまだ国内では数少ない障害がある社員の在宅勤務体制を

実現しており、それによって重度障害の方の積極的な採用を可能としています。

なお当社グループ全体では2023年12月末時点で859名の障害がある社員を

雇用しており、雇用率は2.65％と法定雇用率を上回っています。

UTエイムやUTコネクト等の既存子会社及び大手メーカーとの合弁会社である

FUJITSU	UT、UT東芝で、シニア人材の活用に取り組んでいます。新たな活

躍の舞台を提供し、長く働くことができる就労環境の整備を進めています。

※	技術職社員のキャリア形成を長期的な視点でサポートする担当者

豊富な人材の確保により、顧客ニーズに迅速に対応できる派遣体制を実現。人材のスキルアップは派遣先企業の生産性向上に

寄与し、契約単価の上昇へと還元されます。また、顧客満足度の向上により顧客内シェアの拡大へとつなげることができます。

女性・シニア・外国人などの多様な属性の人材へ採用対象を広げることが、採用力の強化につながります。本社機能においても

多様性を確保することは、健全な経営体制の確立だけでなく、多様な人材が活躍するための基盤となります。

シェア拡大と契約単価の向上

多様性の確保で採⽤⼒を強化

事業へ与える
メリット

OFF-JTによるスキルアップ教育

キャリアチェンジのための教育施策

新卒・中途社員の定着を図る教育施策

採⽤体制

⼥性活躍推進 障害者活躍推進

シニア活躍推進

就労場所・就労時間の柔軟性

より良い職場の開発活動

経営人材育成

マネジメントスキル

UTナレッジ

キャリアパートナー、プロフェッショナル
キャリアパートナーによる技術職社員育成
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サステナビリティ経営の実現に向けて

多様なはたらき方の実現 従業員の安定稼働を通じた顧客価値の実現

セキュリティリテラシーの教育強化

事業基盤の継続的な強化

目標 目標

目標

適正な労働慣行 従業員の安全衛生

データセキュリティ

技術職社員・一般職社員を問わず、長時間労働は社員の健康リスクに直結す

る課題だと捉え、国で定められる労災認定基準を超過しないことを前提に、すべ

ての社員が健康的に働けるようモニタリングを行っています。なお技術職社員に

おいては、業種によって労働時間の傾向や慣習などが異なる場合があります。ま

た管理職においても労働時間が超過しやすい状況がありますが、そういった個

別の状況を踏まえた上で、社員の健康障害を未然に抑止する基準は同一と捉

え、適切な労働時間の基準は当社グループ一律で全社員に適応しています。

労働時間の申告には全社統一の勤怠システムを使用し、一定間隔でのモニタリ

ングにおいて時間外労働の超過やその可能性が見られる場合は、人事担当部

署から該当者、所属する事業所、事業会社へのアラートを発信します。なお時間

外労働の超過が見られた場合は、現場管理者や責任者が、派遣先の業種や働

き方に応じて、顧客企業との折衝、該当者へのフォローアップ、再発防止策の

立案を実施。またその状況は執行役員や社外弁護士によって構成される取締

役会の諮問機関「コンプライアンス・リスク管理会議」、日本全国の各事業所責

任者が集まる「統括安全衛生会議」にて情報共有と検討を行います。

当社では顧客企業で働く技術職社員を含めて、大部分の社員を無期雇用し、

安心して長く働ける環境づくりを進めています。

なお一部の有期雇用社員についても、同一労働同一賃金をはじめ、雇用形態

による待遇の格差がなく働ける環境整備を進めています。

特に技術職社員において、派遣先の人材需要の変動や労働条件の変化等に

より就業継続が困難となった場合は、他の派遣先、もしくは他の業種・職種へ

の再配置をすみやかに手配する体制を整えております。

また、働く人が当社の教育制度を活用し、自らが望むキャリアアップを叶えられる

環境も、雇用の安定に効果を発揮していると考えています。なお会社都合によ

る解雇や懲戒等による解雇は、直近３年間の累計実績において10名に満たな

い状況です。この点においては入社時以降のコンプライアンス教育や、派遣先

における管理監督者によるフォローアップ体制が効果を発揮していると考えてい

ます。

労働災害発生時には、現場管理者や責任者が顧客企業と連携を図り、迅速な

対応を図るとともに、原因究明、再発防止策の検討・策定を行います。安全性

向上のために必要な際には、使用する器具や就業環境の変更等について、顧

客企業へ提案・交渉を行います。

注視すべき事案や労働災害に関する情報は、日本全国の各事業所責任者が

集まる「統括安全衛生会議」において共有し、対象事案の原因究明、再発防

止策に不足がないかを検証。必要に応じてさらなるフォローを行うとともに、情報

共有によって各事業所における安全衛生管理レベルの向上につなげています。

また、当社では労働災害を未然に防止するため、OSHMS（労働安全衛生マネ

ジメントシステム）に基づく安全衛生教育も行っています。

労働災害発生時は24時間以内にその概要の安全衛生管理の主管部署への

「個人情報保護管理者」は、コンプライアンス担当部署長とし、当社における個

人情報の収集、利用又は提供の状況を把握し、取扱者に個人情報保護施策を

理解及び遵守させるための教育訓練、安全対策の実施などの措置を行います。

「最高情報システム責任者」は、情報システム管掌執行役員とし、当社全体の

情報セキュリティの最高責任者としての任務を遂行します。

報告、１ヶ月以内の原因究明・再発防止策の策定とその報告を義務付けていま

す。これらの報告結果を受け、日本全国の各事業所責任者が集まる「統括安全

衛生会議」での情報共有や、策定した再発防止策の検討などを実施します。

社員の死亡・長期入院・大規模におよぶ事故といった重要事案、休業を伴う事

案については、担当執行役員や社外弁護士によって構成される取締役会の諮

問機関「コンプライアンス・リスク管理会議」に報告されます。

時間外労働の削減において、一般職社員では時間外労働の内容を精査し、業

務効率化の検証を常に行っています。技術職社員においては、現場管理者が

顧客企業との連携を図りつつ業務の効率化と時間外労働の抑制に取り組んで

います。

なお日々の活動の中で、業務なのか否かの判断が難しいものについては、当社

グループとして包括的な検証を行い、区分を明確化することで、全社員が正しい

労働時間の申告ができるようルールの整備を行っています。

● グループ業務インフラへのアクセス ［ネットワーク接続に対しての制御／端末に対しての
制御］　● 情報データベースへのアクセス制御 ［業務上必要な情報に対しての限定的な
データアクセスの実施／データの書き換えについての業務インフラ上の制御／アクセス履歴、
データ登録変更に対しての履歴の保存］　● サイバー攻撃に対する防御 ［サーバーリソー
ス資源はコントロールされたクラウドインフラ上で運用／クライアント端末に対する攻撃検知／
防御ツールの実装］　● 従業員向けの情報セキュリティに関する教育の実施 ［情報セキュリ
ティの意識向上のためのコンテンツを含めたコンプライアンス研修を年１回実施］

安心して働ける職場環境は人材の定着率を高め、それは育成効果の向上や募集費の抑制につながります。また職場環境改善の

ためのコンサルティングは顧客企業のメリットも大きく、顧客との関係強化につながります。

当社は社員や応募者の個人情報及び顧客企業の機密情報等を含む大量のデータを保有しており、情報セキュリティにおける不測の

事態は事業への多大なダメージとなります。情報リテラシーの向上は、それら事業リスクを抑え、持続的な事業成長へとつながります。

定着率の向上とスキルアップの相互効果

事業リスクの抑制

事業へ与える
メリット

労働時間管理 従業員の安全衛生

個人情報保護／情報システムの管理責任者とその役割 情報セキュリティの対応

安全衛生のマネジメントシステム

労働時間短縮の取り組み

雇⽤の保障

雇⽤形態にかかわらず、
全ての従業員が安心して働ける環境の整備
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サステナビリティ経営の実現に向けて

コンプライアンスの徹底 取締役会の継続的な実効性向上

人権課題への役職員の理解促進

公正で透明性の⾼い組織統制

目標 目標

目標

事業倫理 コーポレート・ガバナンス

行動規範

取締役会の諮問機関として、コンプライアンス担当部署を管掌する部門の責任

者を議長とし、社外の弁護士も参加する「コンプライアンス・リスク管理会議」を

月１回開催しています。「コンプライアンス・リスク管理会議」は、当社におけるコ

ンプライアンスに関する方針、活動実施計画に関する審議、法令遵守及び公

正な職務執行を確保するための必要事項の検討並びに法令・社内ルール違反

行為に関する調査と再発防止策の策定を行っています。また、当社における管

理すべきリスクの種類を把握し、そのリスクの管理・評価を行い、リスク発生の未

然防止を図るとともに、リスクが発生した場合の損失の最小化及び再発防止策

の策定を行っています。

一般職社員向け、技術職社員向けの２つに対象者を分けて、年１回、受講必須

のコンプライアンス研修を実施しています。内容は情報セキュリティ、環境問題・

人権・ハラスメントなどを含むサステナビリティに関する内容を共通事項とした上

で、一般職社員向けには企業不祥事と職場環境づくりについて、技術職社員

向けには内部通報制度についてなど、対象者に応じて必要な情報を盛り込んで

います。また「UTグループコンプライアンス・マニュアル」を合わせて制定してお

り、社員一人ひとりがそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として業

務運営に当たるよう進めています。

なお2021年度からは、ベトナムの事業会社の一般職社員向けにベトナム語で、

コンプライアンスの重要性やコンプライアンス遵守のための体制づくりなど、基

本となる意識醸成のためのコンプライアンス研修を実施しています。

社内の不正行為やコンプライアンス・倫理に関わる問題点を早期に発見し、

組織の健全性を高めるための施策として、電話・メールで連絡可能な内部通

報窓口を設置しています。社内窓口と合わせて、顧問弁護士を担当者とする

社外の通報窓口も利用可能です。また、内部通報窓口は国内で働く外国人

社員も利用可能ですが、対応言語の拡充などを今後検討していく方針です。

内部通報窓口は当社社員だけでなく社外の各関係企業でも利用可能で、当

社社員の法令違反・規程違反・不正行為などを通報できる仕組みとなってい

ます。

取締役候補者の指名については、グループの持続的な成長と中長期的な企

業価値の向上に貢献し得る人物を取締役とすることを基本方針とし、取締役会

全体の能力・知識のバランスに配慮した上で、取締役会の諮問機関である「指

名・報酬委員会」において選定し、取締役会にて決定します。監査等委員候補

者の指名については、当社の健全な経営と社会的信用の維持向上に資する人

物で、中立的・客観的に監査を行うことができることを基準に指名・報酬委員会

にて選任し、監査等委員会の同意を得た上で取締役会にて決定します。また、

社外取締役については、東京証券取引所の独立性に関する判断基準を参考

役員及び従業員向けに年１回行っているコンプライアンス研修では、人権、環

境問題、事業倫理・企業の不祥事、情報セキュリティ、内部通報制度等に対す

る意識と認知度の向上を重要課題として捉え、基本的な考え方や日々の仕事と

のつながりについてのコンテンツを取り扱っています。

またコンプライアンス研修とは別に、全社員に対してコンプライアンスに関する

情報発信を月１回程度行っています。ここでは人権課題への意識向上や、個人

情報保護／情報セキュリティの徹底、法令違反に関する注意喚起など、多様な

テーマを取り上げ、社員のコンプライアンス意識の向上を図っています。

に、経歴や当社との関係を踏まえ、十分な独立性が確保できる人物を選任して

います。

取締役及び監査等委員の解任については、法令・定款に違反する重大な事実

が判明した者、選定基準から著しく逸脱した事実が認められた者、職務を懈怠す

ることにより著しく企業価値を毀損した者、その他職務の適切な遂行が困難と

認められる事由が生じた者について、解任に向けた手続きを開始します。取締役

及び監査等委員の解任手続については、指名・報酬委員会による公正かつ厳

格な審議を経た上で、取締役会における決議を経て、株主総会で決定します。

外国人技能実習生の受け入れ先企業に対し、労働時間・安全衛生管理・人

材管理など、人事・労務の観点から適切な管理が行われていることをサービス提

供の前提条件として設定しています。

技能実習生の監理団体の選定では、受け入れ実績や法的知識、過去の事故

発生件数などを調査した上で、日本で約3,000団体あるうち、最も優秀な水準

の団体のみと提携をしています。海外の送り出し機関についても実地調査や実

習生へのヒアリングを調査に加え、現地政府の認証を受けているか、実習生か

らの過度な金額を徴収していないか、不要なブローカーを介在させていないか、

などの審査基準を設け約300の候補機関から約10社とのみ提携を結んでいま

す。いずれも技能実習生の監理について継続的に確認しており、問題が生じた

場合には、取引停止の対応も含めて、厳格に対応をしています。

内部通報等を通じてコンプライアンス違反が懸念されるリスク事案が生じた場合

には、コンプライアンス担当部署から、対象者の所属部署や関連部署への連絡

を行い、部署内での対応を促し、その結果の報告を求めます。また、対象部署へ

の連絡自体が難しいケースではコンプライアンス担当部署が確認・調査作業を

行います。

執行役員を議長とし、事業部門担当とコーポレート部門担当の執行役員、社外

取締役、社外弁護士によって構成される「コンプライアンス・リスク管理会議」を

月１回開催しています。当会議に対して担当部署より、訴訟案件、リスク案件、

懲罰案件、財務関連リスク案件、給与関連リスク案件、IT・情報システムリスク

案件などに区分した上で、個別の案件とその対応状況や、内容別の案件数推

移について報告を行っています。また、取締役会において重要リスクを選定する

とともに、2023年3月期より当該リスクの対策状況をモニタリングできる体制を

整えています。

コーポレート・ガバナンスに関する詳細は P105 –

業務を遂行するのは技術職社員であり、そこでの人権遵守は何より重要なものだと当社は考えています。技術職社員の成長、定

着率の向上、職場環境の改善など、すべての取り組みは高い人権意識、働く人への想いを土台としています。

法令違反をはじめとしたコンプライアンスに反する事態は、派遣契約の解除や損害賠償の請求及び社会的信用の失墜等につな

がる事業リスクと考えています。特に人材派遣業に関連する多くの法令への理解は、事業継続に欠かせない基盤となります。

事業の主体となる人材の保護

人材派遣に関連する法令遵守

事業へ与える
メリット

コンプライアンスの実効性強化 取締役選任⽅針

コンプライアンスに関する社員教育 外国人技能実習生の管理について

コンプライアンス研修

内部通報窓⼝の設置

コンプライアンスの違反事例の分類・件数・対応

事業倫理のマネジメント体制
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環境への適切な配慮

気候変動への対応

UTグループでは全社でのリスクマネジメント体制において気候変動を含むリスク

を管理・分析し、その分析内容を経営会議及び取締役会に年１回以上報告す

る体制を構築しております。

気候関連課題に対する最高責任権限を有する代表取締役社長は、経営会議

及び取締役会においてサステナビリティ推進を行うサステナビリティ事務局を設

置し、気候変動を含むサステナビリティ課題に関する取り組みを管理・推進して

います。

UTグループでは全社でのリスクマネジメントプロセスの一環として、網羅的なリス

クアセスメントを定期的に行っており、その中で気候変動に関するリスクを抽出し

ております。その後、関連部署へインタビューを経て発生頻度、影響度などによ

り重要性を決定しております。

気候関連リスクを含む重要なリスクは、リスクモニタリング事務局がその対策状

況のモニタリングやリスク情報を経営会議及び取締役会へ報告する体制として

おります。

UTグループでは気候変動を含む重要なリスクは定期的に行われるリスクアセス

メントを経て、経営会議で管理され、その状況は取締役会によってモニタリングさ

れております。

サステナビリティ経営の実現に向けて

気候変動に関連して大規模な自然災害が発生した場合には、顧客企

業等の製造設備の被害等により生産活動が停止する可能性があり、

サプライチェーンに関わる物理的なリスクが高まります。気候変動をはじ

めとする世界規模で顕在化している環境課題に対しては、2021年４月

に策定した「環境基本方針」のもと、環境マネジメント体制の構築を進

めています。またTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）が提

唱するフレームワークに則った情報を、継続的に開示してまいります。

a. 取締役会が気候関連課題について報告を受けるプロセス、
課題として取り上げる頻度、監視対象

a. 気候関連リスクの特定・評価プロセスの詳細、重要性の決
定⽅法

c. 全社リスク管理の仕組みへの統合状況

b. 経営者の気候関連課題に対する責任、報告を受けるプロセ
ス（委員会等）、モニタリング⽅法 b. 重要な気候関連リスクの管理プロセスの詳細、優先順位付

けの⽅法

シナリオ 財務影響 取り組み

移行リスク

脱炭素への取り組み
強化に関する法的・社
会的な要求度の高まり
により、その対応に要
するコスト負担が増加
する

小
各種施策を講じること
で脱炭素社会への適
応を図る

物理リスク

気候変動に起因する
自然災害により派遣
先企業が被災した際
の稼働停止によって売
上機会が喪失する

小

・取引契約への休業補
償の導入等により売上
減少インパクトの低減
・迅速な従業員の安否
確認体制の強化

森林減少により気候
変動が加速する

小
オフィスで使用する紙
使用量の抑制

売上⾼紙使用比率の継続的な低減目標

環境方針の策定と環境マネジメントの構築

UTグループではオフィスで使用する紙の使用量について抑制するため、売上高

に対する紙使用率（2020年3月期実績を100とした指数）を指標として設定して

おります。

気候関連リスク・機会の管理に⽤いる指標 実績 2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

売上高に対する
紙の使用率※ 100.0 79.8 57.0 42.0 36.7

顧客企業の中心となる大規模メーカーの多くが、重要な経営課題として脱炭素をはじめとした環境負荷低減に取り組んでいます。

業務発注先にも同様の取り組みが求められており、契約の継続性を高める重要な要素となります。

持続可能な社会の実現は、派遣先となる顧客企業の事業継続性に貢献し、ひいては当社のマーケットの継続性へとつながります。

顧客企業のニーズに対応

マーケットの持続可能性に貢献

事業へ与える
メリット

※2020年3月期実績を100とした指数

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標
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項目
リスク評価 リスク評価

関連する取り組み
リスクシナリオ 影響度 重要性 脆弱性 機会シナリオ 影響度 実現可能性 重要性

外部環境

製造工程の

国内回帰

海外生産比率の見直しや円安の進行により、製造工程の国内回帰が進行。それに伴う国内製
造派遣の競争激化により受注件数の計画未達及び価格（契約単価）競争による粗利率の低下
が発生し、採算性が低下。市場シェア低下及び企業価値の棄損が生じる

高 高 中
「製造派遣市場で最も選ばれる派遣会社になる」ための戦略の推
進により差別化を図ることで競争力が向上。受注機会の確保につ
ながる

中 中 中

一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

働く人の市場価値の向上

社員とのエンゲージメントの強化

働く人への価値提供

労働市場の

構造変化

シニア層の労働者の増加、出生率低下による人口の減少、国内労働人口の不足、外国人労働
者の増加等により労働市場が変化。技術職社員の確保が難しくなった結果、事業の継続が困難
となり、機会損失が生じる

高 高 中

中期経営計画を通じて多様な働き方を実現すること、また年齢・性
別・国籍などに限定されない多様な属性の求職者の受け入れを可
能にすることで、月間2,000名採用の常態化が実現できる

高 中 高

一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

働く人の市場価値の向上

社員とのエンゲージメントの強化

働く人への価値提供働き方の変化
インターネットサービスを活用して短期・単発の仕事を請け負う新たな働き方やフリーランス等の
多様で柔軟な働き方の拡大により、社会における働き方が変容。技術職社員の採用不足が発
生する恐れがある

高 高 中

災害リスク

地震・津波、豪雨や台風による河川氾濫や内水氾濫等の自然災害により、災害発生地域での
社会・経済活動が停滞するとともに、顧客企業の施設・設備の損壊、技術職社員を中心とした
従業員等の死傷・欠勤、業務停止といった損失が発生する。また大規模地震により本社機能の
麻痺や役員・一般職社員をはじめとした従業員の死傷・欠勤による損失が生じる

高 高 中
BCP体制の実効性を確保することにより、大規模災害発生時の影
響度を低減させ、中期経営計画達成の蓋然性を高めることができる

低 低 低 事業基盤の継続的な強化

内部環境

大型顧客の動向・

ニーズ変化

大規模派遣先となっている顧客企業の動向やニーズの変容によって、同時多発的に人員減員
が発生すると新たな異動先の確保が困難となり、大人数の未稼働人員が発生もしくは異動不可
による削減での減益リスクが生じる

高 中 低
配属決定前採用の推進等により生じる未稼働人員についてはコス
トコントロールを計画的に行うことで、採用強化と利益確保の両立
を図ることができる

中 中 中

マニュファクチャリング事業

エリア事業

ソリューション事業

派遣法等違反
派遣法等違反による業務停止や違法な派遣業務により、大規模な人員削減が発生。間接人員
で余剰を抱えることになり、利益の喪失及びレピュテーション低下が生じる

高 中 低
コンプライアンス確保を徹底することにより顧客の信頼を獲得し、競
合との差別化を図り競争力が高まる

中 高 高
公正で透明性の高い組織統制

業務執行機能とコンプライアンス

予算管理の不備
中期経営計画の連結数値目標である、2025年3月期のEBITDA160億円が達成されず、中期
経営計画最終年度における対外コミットメント2026年3月期EBITDA250億円に対する市場の
信頼が低下し株価が低下、企業価値が毀損する

高 中 高 ー ー ー ー 財務戦略・資本政策

次世代

管理職候補者不足

長年健全な新陳代謝がなされずに組織が硬直し、かつ育成・教育の仕組みが乏しいことや人事
制度上の仕組みが合っていないことにより人材が育たず、会社の成長性とともに永続性が確保
できない、企業文化が発展しない、社内に閉塞感が充満するなどの問題が生じる

高 高 中
次世代を担う経営幹部として執行役員の育成が進められることによ
り、全社のガバナンスが強化され、中期経営計画や長期ビジョンの
実現可能性が高まる

中 低 低
一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

一般職社員の流出

会社全体または特定組織において重大な離職原因が存在することへの認識を欠くことで、多くの
活躍人材が離職する状況が慢性化し、改善を図ることができない。また退職発生後に後任担当
者の任命が遅れ、属人化された業務の引継ぎが行なわれず、都度担当者の判断で業務を行なう
ことが常態化する

低 高 中 ー ー ー ー

一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

社員とのエンゲージメントの強化

労働災害の発生

従業員の死傷や大人数を巻き込むような労働災害が発生した場合、被災者の親族からの民事
訴訟へと発展する。また被災した背景に違法な状況があれば刑事罰による損害が発生する。ま
た安全管理が不足している企業だと公表されることによるレピュテーションの低下、それを起因と
した利益損失につながる

中 中 中
労働災害の発生を低減させることで、求職者及び顧客からの社会
的信用が高まり、売上及び採用の増大につながる

高 中 高 事業基盤の継続的な強化

個人情報漏洩
外販等の不正な目的もしくは不慮の事項等によって、応募者情報や技術職社員等の大量の個
人情報が社内システムから漏洩・利用されるケースが生じ、対個人の賠償責任発生に加えて、社
会的信用を失う

中 高 中
個人情報の管理・利用を適切に実施し、求職者からの社会的信用
が高まることで、採用の増大につながる

中 低 低 事業基盤の継続的な強化

事業に関連するあらゆるリスク・機会を的確に把握すべく、各事業セグメ

ントや管轄部署ごとで累計150以上に及ぶ項目をピックアップし、リスク

アセスメントを行っています。リスク項目は財務、人命、コンプライアンス、

レピュテーション、人材といった領域に影響を及ぼすものとして、影響度、

発生可能性、重要性、脆弱性などの評価に基づいて優先度を設定。以

降の対策やモニタリングの方針を策定しています。一方で機会項目にお

いてはそれらのリスクを解決・克服することで業績拡大等の好機につな

げられるかという観点で、働く人や顧客企業への価値創造を叶えるものと

して、影響度、実現可能性、重要性の評価を行っています。リスクアセス

メントを通したリスクの最小化と事業成長に向けた機会の活用により、こ

れからも多くの働く人と顧客企業のための価値創造を推進していきます。

事業におけるリスクを成長のための機会として活⽤するために、
社内外の環境要因が事業にもたらす変化の適切な把握と検証を行っています。

事業におけるリスク・機会

※以下に優先度が高いとされたリスク、重要性が高いとされた機会について抜粋して掲載しています

P027

P029

P047

P049

P089

P051

P031

P115

P027

P047

P065

P027

P047

P049

P051

P065

P075

P077

P079

P027

P047

P051

P029

P029
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働く人が

派遣社員を選ぶ理由

企業が派遣社員を

選ぶ理由

製造派遣業のリーディングカンパニーとしてUTグループでは
30年の積み重ねのなかで他社にはない強みを築いてきました。

派遣社員へのニーズとUTグループの競争優位性

働く人と企業からの派遣社員へのニーズ

製造派遣業のリーディングカンパニーとしての競争優位性

派遣社員が
選ばれる
市場ニーズ

組織に縛られることなく、
時間や職種を自分で選んで働きたい

繁忙時期に応じて人員数を
コントロールしたい

すぐに仕事に就くことができ、
時給が⽐較的⾼い

採⽤・育成のコストや
労務コストを抑えたい

ダブルワークや家事・介護と
両立できる仕事を探している

人件費を固定費から変動費にしたい

さまざまな職場で幅広いスキルを
⾝に付けられる

専門的な技術をもつ人員を確保したい

強み

強み

強み

そもそも働く人は正社員ではなく、なぜ派遣社員という働き方を選ぶの

か。以前は“正社員に就けないから”という見方もありましたが、価値観

の違いに応じて多様なライフスタイルが志向される現在では、「自由な働

き方」や「ダブルワークや家庭との両立」などを目指して、それぞれの基

準で派遣社員として働くことを選ぶ人が増えています。派遣社員を活用

当社では「はたらく人」と「企業」の双方を

顧客としてとらえるツインカスタマー戦略を、

長らく価値創造の基盤としてきました。「はた

らく人」に対しては、スキル・収入・自己効

力感の向上によるキャリア形成支援を叶え、

「企業」にはそんな高スキル人材の安定

供給による競争力向上や労働法制対応と

いった労務ソリューションを提供。それによ

り実現した良質な職場がまた、働く人のキャ

リア形成につながっていく。このサイクル

が、働く人と企業により大きな価値を提供

する源泉となります。

事業の軸となるマニュファクチャリング事業とエリア事業では、はたらく人

と顧客企業の異なるニーズをターゲットとしており、多様な職場開発によ

る、働く人の希望に合わせたマッチング精度の向上を実現しています。

大手製造業への高単価・大人数の派遣を行うマニュファクチャリング

事業は、勤務場所を問わずしっかりと長時間働きたい、高いスキルを身

大手製造業を中心とした大規模工場への大人数派遣を行うマニュファ

クチャリング事業と、全国の地域に根付いた中小規模の派遣先を中心

とするエリア事業では、同じマーケットを侵食することなく、相互に補完し

合うセグメント戦略を図っています。強み②に示したように、働く人の多

様なニーズに応えて採用力と定着率の強化に効果を発揮していること

に付けたいといった希望に沿う環境に、全国各地の地域密着型の雇用

を取り込むエリア事業は地元でフレキシブルに働きたいといった希望に

沿う環境となっています。顧客企業の幅を広げるとともに、働く人の期

待に応える職場環境を用意するための仕組みが、セグメント相互の重

要な補完関係となっています。

は一般的な製造派遣会社との比較から見て取れます。加えてマニュファ

クチャリング事業ではターゲットを絞ったセールスにより高い収益率と、よ

り高単価・大ロットの顧客ニーズを獲得。エリア事業では、地方の中堅

派遣会社の買収を軸として地域マーケットの拡大を進めて、さまざまな

地域での「地域一番店」を目指しています。

する企業も、急な人員補填だけでなく、専門的な技術を必要として派遣

社員を活用するケースが増加しています。「多様なライフスタイル」を叶え

られる社会の重要性が説かれているいま、派遣社員という選択肢はす

でに多くの人にとって、自分の暮らしに最適な、より利便性の高い働き

方になっているのです。

働く人と企業の双方を顧客とするツインカスタマー戦略

働く人を広く取り込む多様な職場環境の開発

異なるマーケットを掴む主幹セグメントのポジショニング

1

2

3

⾼スキル人材の安定供給

良質な職場の提供

UTグループ

顧客あたりの派遣人数

一般的な製造派遣会社
（月間離職率7.6％）

エリア事業
（月間離職率3.7％）

マニュファクチャリング事業
（月間離職率3.2％）

派
遣
先
で
の
定
着

キャリアアップ

職業訓練
キャリア

コンサルティング

収入向上

スキル向上
自己効⼒感向上

キャリア形成
支援機能

高品質な
労働者派遣

構造改革支援 制度構築支援

労務費
変動費化

競争⼒強化 労働法制対応

労務
ソリューション

マニュファクチャリング事業とエリア事業の補完関係

マニュファクチャリング事業

エリア事業

顧客を大手企業に絞り規模の大きなチームで派遣

幅広い顧客を対象に少人数から派遣

顧
客
当
た
り
の
派
遣
人
数

顧客数

ロングテール

※当社の月間離職率は2023年３月期実績　一般的な派遣会社の月間離職率は一般社団法人	日本人材派遣協会「現在の派遣先における平均就業期間（2022年度）」をもとに当社にて算出

高低

多

少

⾼い収益性を実現

●	多くの人材を必要とし、高い定着率が求められる大規模工場に特化

●	採用・定着・育成まで質の高いサービスを提供

●	生産工程のオペレーターに加え、専門性と付加価値の高い半導体製造装置エンジニアも派遣

●	顧客に密着し工場内シェアを高めることで管理効率を高めるとともに、解約リスクを低減

グループの事業基盤を活かし統合した事業会社の定着率と収益性を改善

●	地方の中堅派遣会社を買収して事業規模を拡大

●	マニュファクチャリング事業のノウハウを活用し定着率を改善

●	経営統合することで採用活動や管理業務等でスケールメリットを発揮

転勤可能。体力仕事もしっかりと稼ぎたい。

注目の半導体産業に携わりたい。

引っ越しはしたくない。地元の工場で働きたい。

小さな子どもがいるから日勤で働きたい。

リタイアしたのでフレキシブルに家の近くで働きたい。

手に職を付けて長く働きたい。
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働く人に軸を置いた「人的資本経営」による成長戦略

そしてUTグループ独自の「仕事創発価値」という基準を土台として

働く人と顧客企業をつなぐ価値提供のサイクルが

私たちの持続的な成長と社会貢献力をさらに高めていきます。



多様な働き方が望まれる中で障壁となっているのが非正規雇用と正規雇用の間の格差問題です。

誰もが正当に評価されてこそ、多様性と持続可能性が叶えられると私たちは考えています。

人材派遣市場と非正規雇用が抱える課題

労働力の派遣を行うビジネスは、日本では古くは江戸時代から存在し

たと言われています。労働者派遣法の施行以前は派遣事業が認可さ

れていなかったことから、「業務請負」の形をとっていましたが、1960

～70年代における先駆となる人材派遣企業の誕生、そして1986

年の労働者派遣法の施行をきっかけに、現在につながる「人材派遣

サービス」の基盤がつくられていきました。

その後、人材派遣市場は労働者派遣法の改正による派遣業務の対

象拡大を機として拡大。景気後退時の雇用の不安定さなどが問題と

なりつつも、労働者保護を重視しながら、多様な働き方への社会的

ニーズの向上を背景に、さらなる市場の拡大が見込まれています。

UTグループでは、半導体・自動車製造・機械分野を中心に、製造

業のうち生産工程に従事する人材の派遣を主なターゲットとしていま

す。総務省統計局の「労働力調査」（2023年度）によると、全国の

派遣事業所の派遣社員156万人のうち、生産工程従事者は40万

人に及びます。加えて、より高度なスキルと知識を備えた技術者にあ

たる派遣社員9万人や契約社員として生産工程に従事する人材38

万人も、UTグループがこれからのターゲットとして見据える市場となっ

ています。

日本の労働市場は「直接雇用・間接雇用」「雇用契約期間」「適用法

制」の3つの視点から分類することができます。いわゆる企業の正社員

を中心とする正規社員に対し、パートタイム・アルバイト、契約社員、派

遣社員で構成されるのが非正規社員と言われるもの。そのうち使用者

と労働者の間に直接の雇用関係がない、勤務している企業と給与を

支払う企業が異なるのが、労働者派遣法の適用される派遣社員です。

労働市場の雇用の種類

UTグループがターゲットとする派遣市場の規模

UTグループの戦略上のターゲット／強み

総務省統計局「労働力調査」（基本集計・2023年度）より

生産工程 40万人

事務・その他 107万人

技術者 9万人

契約社員 283万人

パート・アルバイト 1,489万人

嘱託・その他 196万人

生産工程 38万人

技術者 11万人

事務・その他 234万人

非正規社員

2,124万人

正規社員

3,615万人

役員除く

全雇用者

5,739万人

派遣社員 156万人

分類 雇用契約期間 適用法制

雇用形態
直接

正規 正社員／限定正社員 無期 労働法一般

非正規

パートタイム／アルバイト 有期 パートタイム労働法

契約社員／嘱託社員 有期 労働契約法

間接 派遣社員 有期／無期 労働者派遣法

格差の原因となる評価・待遇の違い

非正規社員への
キャリア形成支援不足

非正規雇用が抱える課題

日本型雇用からの転換を図る企業ニーズや、多様な働き方を選好す

る求職者ニーズなど、さまざまな社会の変化を背景に、非正規社員は

増加傾向にあります。その一方でいまだ正規／非正規による“格差”

が、大きな課題となっています。近年の調査においても、性別・年齢

にかかわらず正規／非正規の賃金格差は大きく、個人調査からは賃

2015年の労働者派遣法改正により、派遣社員に対

する教育訓練が義務付けられましたが、2023年度の

厚生労働省「能力開発基本調査」では、OFF-JT／

OJTともに、非正規社員への教育が正社員に遠く及

ばない現実が示されています。特に若年層非正規社

員に対するキャリア形成支援の不足は、これからの日

本経済の成長に影響を与える課題として問題視され

ているもの。UTグループの充実したキャリア形成支

援体制は、この点においても、社会貢献度の高い取

り組みとして評価を得ています。

金以外に、安定性、福利厚生、教育訓練などにおいて、非正規社員

が満足できない職場環境が多いことが見て取れます。UTグループで

は、一人ひとりが正当に評価され、やりがいを得られる多様な働き方

の実現のため、これら格差の解消に創業以来、先駆的に、そして現

在も継続的に取り組みを続けています。

雇用の安定性

仕事の内容・やりがい

職場の環境

福利厚生

職場生活全体

教育訓練・能力開発のあり方

人事評価・処遇のあり方

賃金

労働時間・休日等の労働条件

（ポイント）
20100 30 40 50 60 70

就業形態別、現在の職場での満足度

※厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（2018年度）より編纂

■ 正社員
■ 正社員以外
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※厚生労働省「能力開発基本調査」（2023年度）より

新入社員（正社員）

新入社員（正社員）

中堅社員（正社員）

中堅社員（正社員）

管理職層（正社員）

管理職層（正社員）

正社員以外

正社員以外

0

0

10

10

20

20

30

30

40

40

50

50

60

60

OFF-JTを実施した事業所（職層等別）［%］

計画的なOJTを実施した事業所（職層等別）［%］

0

（歳）

雇用形態、性、年齢階級別賃金

※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2023年度）より
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（千円）

 – 正社員・正職員（男）
 -- 正社員・正職員以外（男）
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社会情勢や法改正のなかで、拡大と変容を続けてきた人材派遣市場。

UTグループは「無期雇用」の実現など、いち早い取り組みで業界をリードしていきました。

人材派遣市場を先取りしてきたUTグループの取り組み

■ 派遣労働者の保護

■ 評価制度・賃金体系

■ 育成・キャリア形成支援

非常識に挑み続けてきたUTグループの歩み

1995–

正社員雇用・社会保険100％加⼊1995–
派遣労働者保護の促進
日雇い派遣の原則禁止
グループ企業内派遣の規制など

2012–

均衡待遇確保の配慮義務
職種、能力・経験等を勘案した賃
金決定など

教育訓練・キャリア形成支援の義
務化
段階的かつ体系的な教育訓練の
実施、キャリア・コンサルティングの
実施など

2015–

2015–

雇用安定措置の義務化
同一派遣先に３年以上派遣される
場合の派遣元での無期雇用化など

2015–

同一労働同一賃金
雇用形態に関わらない公正な待遇
決定など

教育訓練の均衡待遇
福利厚生施設の利用や教育訓練
の機会の均衡待遇など

2020–

2020–

技術向上に応じた昇給制度の施⾏1997–

独自の教育・育成体制を確⽴1997–

請負推進チームによる
キャリア形成支援をスタート2001–

2000– 2005– 2010– 2015– 2020–

U
T
グ
ル
ー
プ
の
歩
み

UTグループの取り組み 派遣法の改正

人
材
派
遣
に
関
す
る
法
的
整
備
の
歴
史

1996–
派遣対象業務が26業務に

1999–
派遣対象業務の原則自由化

2004–
製造業への派遣を解禁

2010–
専⾨26業務派遣
適正化プラン実施

2015–
雇用安定措置の義務化
教育訓練・キャリア形成支援の義務化

2020–
非正規雇用への
不条理な待遇禁止

（同一労働同一賃金）

2012–
派遣労働者保護の促進

2006–
派遣期間の緩和
政令26業務は無制限に

2000–
紹介予定派遣の解禁

1995– 2010–
エイムシーアイシー有限会社を設⽴

「正社員雇用」「社会保険100％加入」を実現
半導体特化から他業種を含む
全方位戦略への転換

1997–
派遣社員を教育し技術向上に応じて
昇給する仕組みを実現

2001–
技術職社員能力向上のための
請負推進チーム（現在のキャリア開発業務の原点）を設置

2002–
半導体事業に特化する
技術職社員の能力向上を推進

2015–
「One UT」「Next UT」開始

2020–
半導体製造装置エンジニア
育成拠点

「テクノロジー能力開発センター」
を全国4カ所に開設

自分たちの“真っ当”を信じて

業界の非常識を変えてきた四半世紀

無期雇用、社会保険100％加入など、働く人を優

先する姿勢は時に「非常識だ」と業界内の嘲笑を受

けることもありました。しかし、私たちが先駆けてきた

取り組みはいまや人材業界のスタンダードとなり、ま

るで法整備が後から追いかけてくるような形に。信じ

るべき道を見極めて邁進する実行力は、UTグルー

プの成長を支えるエンジンとなっています。

［解説］ 派遣法改正について

1986年の労働者派遣法施行時には13業務だった派遣
対象業務は、1996年に13業務が追加され、1999年に
は原則自由化されるなど、範囲を拡大してきました。現在
では一部特定の仕事を除き多くの業務が人材派遣の対
象となっています。

派遣法

対象業務の拡大

1986年時点では上限1年間としていた派遣期間は、業
務の拡大とともに緩和化が進み、現在ではあらゆる業務
において上限3年間とされています。契約期間後は、派遣
労働者の要望を聞き入れ雇用の安定化を図る措置をとる
よう義務付けられています。

派遣期間の設定

2012年の改正を機に、派遣法は派遣労働者保護の性
格を強めています。派遣労働者に不利益が生じないよう
事業規制が強化された後、2015年以降は、安定的な雇
用の促進や教育訓練やキャリア・コンサルティングも義務
付けられています。

派遣社員の保護
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「人的資本経営」が注目される前から、私たちは働く人への投資と価値向上に努めてきました。

そこにはUTグループ独自の価値基準である「仕事創発価値」に基づく考え方があります。

仕事創発価値を軸とした人的資本投資サイクル

UTグループにとって、技術職社員の労務費増加は単なるコスト増
ではありません。働く人が成長することで市場価値が高まり、顧客
企業からより高い報酬を得ることができる。その対価をしっかりと働く
人に還元すれば、自ずと労務費は高まり、比例して当社の売り上げ
も高まっていきます。特に派遣先企業だけでなく「はたらく人」も顧
客とするUTグループの考え方を象徴するのが、営業利益と人件費

事業成長を推進する人的資本への投資サイクル
を総和した「仕事創発価値」であり、これはUTグループが働く人とと
もに生み出した価値を示す当社独自の指標です。
より多くの人を採用し（多様性）＋その能力やキャリアを磨き（市場
価値）＋UTグループで長く活躍してもらう（エンゲージメント）ために
取り組んでいく。その結果として「仕事創発価値」を高めていくこと
が、UTグループが考える人的資本経営の土台となっています。

働く人一人ひとりの成長とともに企業成長を目指すUTグループの独自
指標です。

職場開発
活動

採用活動
現場・

労務管理 教育・育成
キャリア
形成支援 輩出

仕事創発価値

バリューチェーンを通じた人的資本の増加

人的資本への再投資

企業活動

人件費

人材派遣ビジネスの収益

UTグループの強み

単価

人材育成

人数

採用力

在籍期間

定着率

金融費用等

法人税等

株主還元

内部留保
仕事創発価値とは……

就労を通じた人材開発サイクル

良質な職場開発サイクル

（技術職社員の労務費＋一般職社員の人件費）

営業利益 人件費

人的資本

多
様
性

市場価値

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メン

ト

仕事創発価値の分配

業務品質の向上や専⾨領域
への配属等により単価上昇

大規模ニーズにもスピーディ
に対応し、在籍・稼働人数を
増加

未経験者や新人への手厚い
サポートとキャリア形成支援に
より長期就業を後押し

給与アップ、安心感、成長実感（やりがい）につながり採用力や定着率を底上げ
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人材・職場の多様性の拡張

一人ひとりが自分らしい働き方と成長を叶える環境の実現

キャリアを重視して
積極的な成長を目指す

地域を限定して
安定的に働く

企業と連携して活躍機会を創出する職場開発 より多くの人の活躍機会をつくり減少する生産年齢人口をカバー

ライフスタイルに合わせた働き方の実現

多様な人材を確保するための採用力の強化

UTグループの職場開発は派遣先となる顧客企業を開拓するだけでな

く、顧客企業とともに待遇や労働環境の改善にも取り組むことが特

徴です。教育・育成やキャリア形成支援といった人材開発によって育

む高スキル人材を供給する一方で、派遣先には待遇だけでなく、働き

やすい良質な職場を要求。多様な人が「働きたい」と思える職場づく

今後大幅に生産年齢人口が減少する日本

において、労働参加率を高めることは可及的

に取り組むべき課題のひとつです。そのため

には女性、高齢者、外国人などをはじめ、これ

までライフスタイルや労働環境の問題から希

望する働き方を実現できなかった人たちが働

きやすい職場環境を作ることが重要。UTグ

ループではより多くの人が参加しやすい多様

性のある職場づくりで、社会課題の解決に

貢献していきます。

多様な価値観を持つ求職者をター

ゲットとするなかでは、UTグループなら

ではの教育・育成や機会提供の仕

組みを活用したい“キャリア志向”の人

だけでなく、地元で長く不安なく働き

たい“安定志向”の人にも応える職場

づくりが重要です。UTグループではエ

リア事業を中心として、ライフステー

ジに合わせたキャリアパスの提案な

ど、幅広い求職者ニーズに応えるた

めの体制構築を進めています。

地域ごとの特性に応じた採用手法を用いて、求職者のニーズと顧客

企業のニーズを全国規模でマッチングさせる採用活動を実施します。

求職者を集めるリクルートマーケティング、求職者の応募窓口となる

コールセンター、全国の拠点やオンラインでの面接など、幅広い採用

りやコンプライアンスの強化に顧客企業と一緒に取り組み、より多く

の高スキル人材が集まる良質な職場づくりに貢献します。結果として

多様な人が働きやすい職場を実現し、派遣先企業にも大きなメリット

が生まれます。

「JOBPAL」で採用を大幅に効率化

■ 事業会社ごとに縦割りの採用活動を展開

■ 求人情報のフォーマットがバラバラ

■ 求職者情報が共有されていない

■ UTグループ全体で求人情報、求職者情報を管理

■ 求職者の会員ネットワークを構築、顧客企業とのマッチングも可能に
■ 全国への異動を前提としたキャリアプラン

■ オペレーターからエンジニアへのキャリアチェンジ

■ 派遣先企業や UTグループへの転籍も視野に

■ 地元の良質な職場で安心して長く働く

■ ライフステージに合わせたキャリアパスの提案

■ 多様な働き方を叶えるサポート体制

BEFORE AFTER

多様性の確保と就労環境の改善

 INTERVIEW

「多様性」に対する社内の理解と意識の変化
社員の多様性に合わせた働き方を確⽴するために

多様な人材が活躍できる環境づくりのために、“まずは女性からはじめよう”と女性活躍推進の施

策を進めてきました。そのKPIとして「一般職の女性管理職比率を2025年３月期までに15％へ」

という目標を掲げ、まずは、女性技術職の労働環境の改善や採用拡大から、女性技術職や間接

部⾨での女性管理職のロールモデルづくり、組織長間で社員の育成計画を検討する「UTコミッ

ティ」での女性管理職候補の選定といった取り組みを進め、すでにこの目標は達成に近い状況ま

できています。社員の意識も変化し、「女性に限らずダイバーシティを考えていくべきではないか」と

いった声が社内から挙がることも。ダイバーシティの真の意味を理解する社員が増えてきたと感じ

ます。女性活躍推進とともに、今後はシニアや外国人も含め、あらゆる垣根を超えて、一人ひとり

が強みを発揮し、活躍できる環境づくりを目指します。女性活躍推進からはじまった取り組みが、急

速なスピード感をもって、真の多様性を備えた組織づくりへとつながっています。

UTグループでは技術職社員だけでなく、一般職社

員の労働環境の改善、多様な働き方を実現するた

めの職場づくりを合わせて進めています。女性活躍

推進のための取り組みのほか、障害者やシニア社

員の活躍推進、労働時間短縮のための労働時間

管理や業務の効率化、企業倫理を高めるためのコ

ンプライアンス教育などを実施。当社のコンプライ

アンスに関する方針等を記載した「コンプライアンス

カード」を入社時に全社員に配布するといった施策

も採用し、多様な社員が安心して働ける企業風土を

目指しています。

経営基盤部⾨
人事戦略ユニット 統括部長

櫻木 夕紀子

■ 女性活躍の推進（現場の管理監督者、管理職層の女性比率の向上）

■ 長時間労働の解消（労働時間管理・業務効率化）

■ 多様なキャリアモデルの確⽴

■ 障害者／シニア社員の活用と活躍機会の創出

■ 全役職員へのコンプライアンス教育の徹底、継続的な内部統制の強化

働きやすい職場づくりのための取り組み

チャネルを確保。2022年4月には、UTグループ全体の求人情報を

統括するサイト「JOBPAL」を開設し、求職者との接点を拡大してい

ます。

若年層
男性

シニア

外国人女性

技術職社員
ターゲットを拡大

若年層
男性
中心

仕事創発価値を軸とした人的資本投資サイクル
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働く人の市場価値の向上

技術職社員の教育・育成

キャリアチェンジを実現するキャリアパス

教育施設における教育プログラムの提供

3階建ての教育体系の整備

製造工程のオペレーターからエンジニアへと職種

転換する「One UT」、派遣先企業の正社員へ

転籍する「Next UT」、UTグループの運営スタッ

フ職に⽴候補できる「UTエントリー」など、様々な

キャリアパスを用意。当社からの輩出（転籍）も

事業目標として設定することで、積極的にキャリ

アチェンジを推進する体制を構築しています。

世界的な半導体需要の高まりを受け、半導体製造装置エンジニアを自社で育成するた

めの研修施設「テクノロジー能力開発センター」を設⽴。岩手県北上市、三重県四日市

市、大阪府大阪市、熊本県熊本市の全国計4カ所で稼働しており、2025年3月末まで

に5,000名の半導体製造装置エンジニアを輩出する計画です。

技術職社員への教育・育成は、社会人として求められる力を習得す

ることからスタートし、各職種の専⾨知識へとステップアップします。

OFF-JTによる教育、国家資格などの資格取得支援、キャリアデザイ

ン研修も実施。オペレーターからエンジニアへのキャリアチェンジを目

指す社員向けの施策も展開しており、キャリアパートナー（CP）とプロ

フェッショナルキャリアパートナー（PCP）がキャリア形成をサポートし

ます。

技術職社員が自ら職場を
選択可能

最適な仕事を
選択

Good Job

製造オペレーターからエン
ジニア領域へのキャリア
チェンジが可能

エンジニアへの
キャリアパス

One UT

派遣先企業の正社員へ
の転籍を支援

派遣先企業への
転籍支援

Next UT

一般職として、事業スタッ
フや管理職、経営幹部へ
⽴候補可能

事業運営・経営幹部への
キャリアパス

UTエントリー

新卒社員向け研修 キャリアチェンジのための教育

オンボーディングパッケージ

キャリア意識の醸成／キャリアアップ支援

マネージャー研修

マネージャー研修キャリアデザイン研修

半導体オペレーター

半導体製造装置エンジニア

品質データ解析エンジニア

現職種でのスキルアップ支援 e-learning／オンラインスクール／資格取得支援

現場マネージャー

エンジニア職

・基本的な社会人スキル習得
・基本的な業務スキル習得
・コミュニケーション能力向上
・就業レポート提出　など

テクノロジー能力開発センター

半導体オペレーター研修

半導体製造装置エンジニア研修

・入社時研修
・就業レポート提出
・フォロー面談
・フォローアップ研修　など

オペレーター職

新
入
社
員

中
途
社
員

職場定着のための支援

リーダー
研修

製
造
オ
ペ
レ
ー
タ
ー

工程
リーダー

キャリアパートナー
CP

プロフェッショナルキャリアパートナー
PCP

UTグループの教育プログラムは、独自の「3階建ての教育体系」として設計して
います。1階部分は、基礎的なコミュニケーション能力や問題解決力、セルフマネ
ジメント力など、社会人として仕事をしていく上で必要なスキルの育成。その上で、
2階・3階部分として各職場で必要な職種別の基礎スキル・専⾨スキルの習得
を支援する体制を整えています。

専⾨領域の応用

専⾨領域の基礎

顧客／職場／仕事理解

心身を整える

興味・好奇心

コミュニ
ケーション

ポータブル
スキル

デジタル
リテラシー

学び
続ける

3階建ての教育

職
種
別

共
有

一般職社員の年間の育成・評価サイクル

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

UTナレッジ

マネジメントスキル

経営人材育成

UTコミッティ前期評価フィードバック
通期目標設定

四半期面談 四半期面談 配置任用

直属の上長と他の関連部署の組織長を含め
たユニットで社員の育成計画を検討・決定

技術職社員から一般職へ職種転換した社員や中途採用者を対象とした導入研修

管理職候補者と管理職を対象とした必要スキルを身に付けるための研修

新卒社員を対象とする、3年間で管理職相当の役割を担うための研修

他部署や他の事業会社への転属に挑戦する
制度。年1回実施

UTグループの歴史 社内ルール社内システム

派遣先現場研修

360°サーベイ

フォローアップ研修

執⾏役員への
プレゼンテーション

課題発見・
解決力

主体性・
業務遂⾏力

チーム
マネジメント

スキル

ミッション
マネジメント

スキル

キャリア形成の
意識

人事制度

管理職候補者

ステージアップ研修

・組織マネジメント
・コンプライアンス
・顧客折衝　等

新任管理職

新任管理職研修

・管理職の責任  
・部下の評価・育成

管理職

360°サーベイ

・上長・同僚・部下からの
定期的なフィードバック

半導体製造装置エンジニア育成拠点
「テクノロジー能力開発センター」

一般職社員の教育・育成
事業運営等の業務に携わる一般職社員の育成では対象者ごとに教

育体系を区分しており、幹部候補生となる新卒社員を対象とする「経

営人材育成」、管理職や管理職候補者を対象とする「マネジメントス

キル」、導入研修の「UTナレッジ」を軸に据え、各種施策を実施して

います。個人ごとの育成計画は、年に１回、直属の上長と他の関連

部署の組織長を含めた場で検討・決定がなされます。

四半期面談 四半期面談

チャレンジエントリー

仕事創発価値を軸とした人的資本投資サイクル
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社員とのエンゲージメントの強化

エンゲージメントを高める3つの考え方

安　心 つながり 成　長

派遣労働者を正社員として雇用する「無期雇用」
という契約形態で、生活の安定とキャリアの連続
性を担保。社会保険の加入に加え、社宅なども
整備します。

円滑なコミュニケーションを重視した職場環境を
実現。キャリアパートナーによる定期的な面談な
どUTグループとしての支援に注力しています。

一人ひとりが成長を実感できる研修やキャリア
アップの機会を豊富に用意。キャリアチェンジや
派遣先への転籍を可能にする仕組みを整備して
います。

一人ひとりと向き合うキャリアパートナーの支援

製造派遣業界40万人に向けたキャリア形成支援サービスを開始

社員の定着率を高めるオンボーディングパッケージ

本社・事業所における現場・労務管理

技術職社員のキャリア形成をサポートする役割として、社内で認定さ

れたキャリアパートナー（CP）とプロフェッショナルキャリアパートナー

（PCP）がいます。CPは働く人を日常的に支援し、PCPは将来的

なキャリアチェンジの機会を紹介し後押しする⽴場にあります。特に

3万人以上におよぶ当社の技術職社員だけ

でなく、製造派遣業界で働く40万人に向け

て、UTグループが独自に積み重ねてきたキャ

リア形成支援のノウハウを提供。2022年4

月に公開した求人総合サイト「JOBPAL」を

プラットフォームとして、キャリアカウンセリング

やオンライン教育のコンテンツ、求人情報な

どを発信していきます。UTグループ内の社員

だけでなく、グループの枠を超えて社会に広く

UTグループとのエンゲージメントを築いていく

狙いです。

中途採用者を対象として、入社直後から3ヶ月間にわたるオンボー

ディングパッケージを実施。対象となった技術職社員の入社３ヶ月以

内での離職率が従来比で約半減するなど、大きな成果を実現してい

ます。入社時研修（派遣社員の働き方、派遣先企業での業務、キャ

リア形成の考え方等のガイダンス）のほか、一人ひとりの不安を解消

製造現場の労務管理を派遣先である顧客企業任せにせず、当社の現場

管理者が行っています。派遣先企業の生産計画に支障が出ないよう、社

員の勤怠管理、社員の健康管理やメンタルケアも行います。また、労働災

害を未然に防止するため、OSHMS※のガイドラインに沿った安全衛生教

育も行っています。現場管理者による良質な職場環境づくりは、採用活動

にも好影響を与え、新たな顧客開拓につながっていきます。

PCPは社員の能力や意欲に応じて適した職種を提案する役割とし

て、技術職社員の中長期的なキャリアチェンジを実現する重要な役

割を果たします。

キャリア意識の醸成職場定着のための支援

現職種でのスキルアップ支援 キャリアチェンジ支援

技術職社員キャリアパートナー
プロフェッショナル

キャリアパートナー

「JOBPAL」から「はたらく人」に向けた
幅広い情報を発信！

求人情報

VR職業体験
コンテンツ

求人総合サイト

「JOBPAL」

オンライン
教育コンテンツ

キャリア形成支援
コンテンツ

アセスメント
（適性検査）

転職支援コンテンツ
「One UT」「Next UT」

するための複数回にわたるフォロー面談や、パルスサーベイを兼ねた

就業レポートのチェック、フォローアップ研修などを行います。社員の

不安を解消し、継続的な成長支援を行うことで、長期的な雇用を実

現します。

顧客企業と連携した

コンプライアンス体制の構築

【現場管理・労務管理の主な取り組み】

※事業場の安全衛生水準の向上を図ることを目的とした安全衛生管理の仕組み

派遣先企業と協力して製造現場のコンプライアンス遵守

の体制を構築する提案を行っています。労働時間管理や

メンタルヘルスケアなど、当社が長年蓄積したノウハウを

共有。現場管理者の育成、リスク発生の抑止と発生時の

再発防止策などを通して、安心して働ける職場環境の整

備を行います。

■ 現場管理者による労務管理

■ 社宅手配・管理、送迎

■ 合同安全衛生会議

■ 顧客との協働による職場改善のための定例会

オンボーディングパッケージ導⼊による月間離職率の変化
（エリア事業での効果検証）

継続意向の芽生え

⼊社時研修

初日に丁寧に
迎え⼊れる

就業レポート

社員の状況を
把握して対応する

はたらく力研修

作業ができるよう
支援する

面談、AI解析

社員の状態を
把握して対応する

フォローアップ研修

次のステージへ
いざなう

入社初日 入社後2週間 入社後1ヶ月 入社後2ヶ月 入社後3ヶ月

オンボーディングパッケージの活用

■ オンボーディングパッケージ未導入
■ オンボーディングパッケージ導入済

不安を取り除き、定着へつなげる、全国約700名のキャリアパートナーによる日々の支援

11.6%

2.8%
1.0%

仕事創発価値を軸とした人的資本投資サイクル

職場・就業に対する不安から、
最も離職意向が高まりやすい

離職意向は急激に低下
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社員からの期待、多様な取り組みを通した実感調査に基づいて

「安心」「つながり」「成長」を軸としたエンゲージメントの強化を図っています。

代表取締役会長
若山 陽一のコメント

代表取締役社長
外村 学のコメント

エンゲージメントサーベイ

働く人の一体感を醸成するための挑戦として
オンラインフォトモザイクでギネス世界記録™に認定

働く人がやりがいや将来の成長目標を描きながら働ける充実した環境

や、一人ひとりのライフスタイルに合わせた、働きやすい職場をつくって

いくために、社員を対象としたエンゲージメント調査を行っています。

調査では当社に求める期待値としての「はたらく人の期待」、働いた後

の評価となる「はたらく人の実感」に分けて、エンゲージメントの軸とな

る「安心」「つながり」「成長」ごとに細分化した評価項目を設定して満

足度を調査。当社が設けている働く人のためのさまざまな制度やサー

ビスの活用状況とリンクさせながら、総合的な満足度の調査・分析を

行い、サービス改善に活用しています。

調査・分析のポイントとして

エンゲージメント調査では、期待・実感のギャップをベースとして、満足

度を測るだけでなく、「安心」「つながり」「成長」の期待・実感の相関

関係や、総合的な満足度との相関関係なども詳細に分析。また「友

人にUTグループを勧めたいと思うか」といった調査も交えながら、効

果的なサービス改善方法を探っています。

「安心」「つながり」「成長」のうち、現状では特に「安心」と「つながり」

に対する評価が高く、特に「つながり」に関する実感が高いほど総合

的な満足度が高く、継続して働きたいという意欲につながっている結

果が出ています。これまで継続的に行ってきた派遣先へのチームでの

派遣や、現場管理者・責任者による働く人へのフォローアップ体制が

働きやすい環境づくりにつながっていると評価されています。

UTの制度やサービス

はたらく人の期待

安心 つながり 成長

はたらく人の実感

安心 つながり

満足度

成長

2024年７月に実施した、当社社員によるオンライン上に写

真でオンラインフォトモザイクを作成する取り組みにて、制作

に関わった14,544名がこれまでの世界最多人数として、ギ

ネス世界記録™に認定されました。

この取り組みは、別々の職場で日々働いている派遣という働

き方の中で、全社員が同じ期間に一枚のオンラインフォトモ

ザイクを完成させるという同じ挑戦を行うことで、全社の一体

感を醸成し、派遣という働き方の利便性を高め、世の中から

選ばれる働き方にするための基盤をつくる目的で実施しまし

た。今回の挑戦では、それぞれの顧客企業に配属され、勤

務時間や勤務場所が異なる社員が参加し、累計14,544枚

もの写真が集まりました。その結果、全社一体となり共通の

目標に向かって、一枚のオンラインフォトモザイクを完成させ

ることができました。

8月にギネス世界記録™認定証授与式を開催。グループ各事業会社の代表取締役社長も参加しました。

オンラインフォトモザイクのデザインは、
絵本「スイミー」の世界から着想を得て
います。小さな魚が群れを形づくること
で、逆境を乗り越え、大海を生き抜く。
この物語のように一人では成し遂げら
れないことができる会社を目指し、派遣
という働き方が世の中から選ばれるよう
になるため、創業時より取り組んできま
した。ギネス世界記録™を達成したこと
を糧に、働く人と企業が成長できる社
会の実現を目指します。

当社は人材派遣業をはじめ、オフィス
サービス事業や社内福利厚生サービ
スを提供する13社が集結しています。
近年、連結子会社となったグループ企
業もあり、働く国や地域、文化が異なる
社員の皆様とともにギネス世界記録™
という共通の目標を達成できたことは、
大変意義のあることだと思っています。
全社で一体となった経験をもとに、今
後も働く人へのキャリア形成と顧客企
業への人材課題の解決に努めます。
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